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   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この酒田市給水装置工事施行基準（以下「基準」という。）は、水道法、同施行令、酒田

市水道事業給水条例、同施行規程、酒田市指定給水装置工事事業者規程、その他関係法令に基づ

き、給水装置工事の設計、施工及び検査等を適切かつ合理的に運営することに関し、必要な事項

を定めることを目的とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この基準において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 配水管 配水池又は配水ポンプを起点として配水するために布設した管 

(2) 給水管 需要者が給水を受ける目的で、配水管から分岐し布設する管 

(3) 給水用具 給水管と直結して、有圧のまま給水できる用具 

(4) 給水装置 需要者に水を供給するために酒田市長の施設した配水管から分岐して設けられ

た給水管及びこれに直結する給水用具 

(5) 給水装置工事 給水装置の設置又は変更の工事 

(6) 親メーター  共同住宅等複数に給水する場合の第一止水装置脇に設置する計量用メーター 

 （工事の種類） 

第３条 工事の種類は、次のとおりとする。 

(1) 新設工事 メーターを新規に取付け、使用開始の申請を必要とする工事 

(2) 改造工事 既設給水装置の現状を変更する工事（一部撤去を含む。） 

(3) 分岐工事 配水管より止水装置まで新規に分岐する工事 

(4) 仮設工事 工事その他の理由により、一時的に水道を使用するための工事 

(5) 撤去工事 既設給水装置を配水管又は他の給水装置の分岐部から取り外す工事 

 

第２章 給水装置の基本計画 

 （調査） 

第４条 調査は給水装置の設計の重要な基礎となるものであるため、事前調査及び現地調査を実

施すること。 

(1) 工事箇所の所在地、所有者、所有者の住所 

(2) 給水装置の有無（配水管の管種及び口径、止水装置、メーター、配管状況、取付栓数及び水

量） 

(3) 既設給水装置がある場合は、既設給水図面と現地との確認 

(4) 利害関係者の承諾の有無 

(5) 配水管布設状況の確認 

(6) 道路形態及び舗装種別の確認 

(7) 土地区画整理事業、開発行為等で造成された地域の場合は、配水管から分岐する給水管（以

下「分岐給水管」という。）の有無及び止水装置の位置の確認 

(8) 各種埋設物の有無 

(9) その他設計に必要な事項 

２ 調査の結果、必要に応じて管理者と協議を行うこと。 

３ 酒田市指定給水装置工事事業者並びに関係者は、調査等において知り得た個人情報について

個人情報保護の重要性を認識し、個人情報保護法･酒田市個人情報保護条例等を遵守し、個人情

報を適正に取り扱うこと。 
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 （給水方式の決定） 

第５条 給水方式は、給水栓の高さ、計画使用水量、使用用途及び維持管理面を考慮し、直結直圧

式、直結増圧式、受水槽式又は直結・受水槽併用式のいずれかを決定すること。 

給水方式　　　　　　直結式給水　　　　　　　 　　　　 直結直圧式

　　　　　　　　　　受水槽式給水　　　　　　 　　　　 直結増圧式

　　　　　　　　　　直結・受水槽併用式給水

(1) 直結式給水 

   ア 直結直圧式給水 

 配水管水量、水圧等の供給能力の範囲内において給水する方式をいう。地上２階まで

の建築物、地上２階で地下１階の建築物、中高層建築物直結給水施行基準に該当する地

上４階までの建築物。 

   イ 直結増圧式給水 

 給水管の途中に増圧給水設備を設置し、圧力を増して直結給水する方式をいう。中高

層建築物直結給水施行基準に該当する地上１０階程度までの建築物。 

 (2) 受水槽式給水 

   給水装置の末端に受水槽を設け、ポンプで圧送して給水する方式をいう。 

ア 減断水時にも、給水の確保が必要な場合. 

イ 常時一定の水圧を必要とする場合 

ウ 一時的に多量の水を必要とする場合 

エ 有毒薬品等を使用する施設で、逆流によって配水管を汚染する恐れがある場合 

オ 配水管から需要者の必要とする水圧及び水量が得られない区域など直結給水に適合し

ない場合 

 (3) 直結・受水槽併用式給水 

   同一建築物へ複数の給水方式を併用する方式をいう。中高層建築物直結給水施行基準に

該当する建築物の使用用途を考慮し、管理者と協議の上併用することができる。 

（4）受水槽式給水又は他の給水から直結式給水への変更 

 ア 受水槽式給水又は他の給水から直結式給水に変更する場合は、既設設備の配管、用具類 

を新しいものに交換することが望ましいが、そのまま再使用する場合は法 16 条、基準省 

令で定める構造及び材質に適合していること。 

   イ 水道法第 20 条第 3 項に規定する者による水質検査結果が、水質基準を満たしている報 

告があること。 

     また、水道法 4 条に規定する水質基準の内、鉄の量、PH の値、味、臭気、色度、濁度

が基準値以内であること。 

   ウ 水圧試験で 0.75Mpa を 10 分間保持できること。 

   エ 高置水槽の経由は認めない。 

 （計画使用水量の決定） 

第６条 計画使用水量は、建築物の用途及び水の使用用途、使用人数、給水栓の数等を考慮したう

えで決定すること。 

(1) 設計水量 

  設計水量は、器具の用途別吐水量及び業態別使用水量、並びにその同時使用水量を考慮し

て算定すること。 

   ア 直結式給水 

   (ｱ) 器具の用途別吐水量 

  各種の給水栓には用途別に応じた使用水量及びそれに対応する口径があり、その吐
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水量は別表第１－１、別表第１－２を参考とすること。 

   (ｲ) 同時使用水量 

     同時使用水量の算定方法は次のとおりとする。（給水栓口径が 13mm の場合） 

a １栓当たりの使用水量１２（ℓ／分）×同時使用率を考慮した栓数（別表第２－１） 

     b １栓当たりの使用水量１２（ℓ／分）×同時使用水量比（別表第２－２） 

   (ｳ) 貸家又は共同住宅における同時使用水量 

     貸家又は共同住宅における同時使用水量の算定方法は次のとおりとする。 

    ａ 貸家又は１０戸未満の共同住宅  

      １栓当たりの使用水量１２（ℓ／分）×同時使用水量比（別表第２－２）× 

     戸数×同時使用戸数率（別表第２－３） 

    ｂ １０戸以上の共同住宅（Ｑ：同時使用水量（ℓ／分）、Ｎ：戸数） 

      １０戸未満         Ｑ＝４２Ｎ0.33 

      １０戸以上６００戸未満   Ｑ＝１９Ｎ0.67 

(ｴ) 業態別の一日当たりの計画最大使用水量は、「建物種類別単位給水量」（別表第３）

を参考として算定すること。 

(ｵ) 建築物の、構造及び使用の実態を考慮し各種の算定方法の特徴を踏まえ、実態に応

じた算定方法を用いることができる。 

   イ 受水槽式給水 

  業態別の一日当たりの計画最大使用水量は、その業態に応じた一人一日当たりの平均

使用水量「建物種類別単位給水量」（別表第３）を参考として、用途別、一人当たり使用

水量、同時使用率を考慮して算定すること。 

 (2) 設計水圧 

ア 最小動水圧が０.２５ＭＰａ以上確保できる区域は０.２５ＭＰａとする。 

イ 最小動水圧が０.２０ＭＰａ以上０.２５ＭＰａ未満の区域は０.２０ＭＰａとする。 

ウ 前ア、イの設計水圧が適当でない場合は、管理者と協議を行うこと。 

 （給水管及びメーター口径の決定） 

第７条 分岐給水管の口径は、２０㎜以上とすること。 

２ 給水管の口径は、分岐する配水管の最小動水圧時において、設計水量を十分供給できるよう

水理計算で求めた口径とする。ただし、次に掲げる全てに該当する場合は、表１．標準栓数表に

より給水管の口径及びメーター口径を求めることができるものとする。 

(1) 使用目的が生活用であること。 

(2) 設置メーターが１個であること。 

(3) メーター口径が２０㎜以下であること。 

(4) 分岐給水管の口径が２５㎜以下であること。 

(5) 分岐給水管から末端給水栓までの距離が５０ｍ以下であること。 

(6) 受水槽式給水に該当しないこと。 

(7) 中高層建築物直結給水に該当しないこと。 

   表１．標準栓数表 

分岐給水管の口径 ２０㎜ ２５㎜ 

メーター口径 １３㎜ ２０㎜ 

標準栓数 
１階にだけ給水栓がある場合 １～１０ １１～１５ １６～２５ 

２階にも給水栓がある場合 １～ ６  ７～１５ １６～２５ 

３ 水理計算に当たっては、計画条件に基づき、損失水頭、給水管の口径、メーター口径等を算出

することとし、特別なものを除き、次の方法による。 
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 (1) 直結式給水 

  給水栓の立ち上がり高さに、総損失水頭及び各種器具の必要水頭を加えたものが、設計水

圧（設計水圧水頭）以下になるよう算定し定める。 

    Ｈ ＋ ｈ ＋ ｈ１ ＜ Ｈｐ（設計水圧水頭） 

     Ｈ：配水管から給水栓までの高さ（ｍ） 

     ｈ：総損失水頭（ｍ） 

     ｈ１：所要水頭（必要最小動水圧）又は余裕水頭 

  所要水頭とは、湯沸器、洗浄弁等の特に水圧の必要な器具の最低作動水圧水頭で、それ以外

の場合は余裕水頭として３ｍを見込む。 

      Ｈｐ：設計水圧水頭（ｍ） 

  設計水圧が０．２５ＭＰa 又は０．２０ＭＰa の場合、設計水圧水頭は、それぞれ２５．

５ｍ、２０．４ｍとなる。 

ア 区間毎の使用水量を「器具の種類別吐水量」（別表第１－１）により求める。 

イ 「同時使用率」（別表第２－１）を参考とし実流量を求める。 

ウ 「口径別損失水頭」を求める。 

エ 「区間毎の相当配管長」を求める。 

   実管長＋器具類の「直管換算長」（別表第４） 

オ 「区間毎の損失水頭」を求める。 

   動水勾配×管延長（Ｌ） 

カ 区間毎の損失水頭の和が総損失水頭となる。 

 (2) 受水槽式給水 

ア 「建物種類別単位給水量」（別表第３）により業態別の一日当たりの計画使用水量を求

め、単位時間（毎秒）の使用水量を求める。 

イ 動水勾配 

 

      

      Ｉ：動水勾配（‰） 

      Ｈｐ：設計水圧水頭（ｍ） 

      Ｈ：配水管から給水栓までの高さ（ｍ） 

      ｈ１：所要水頭（ｍ） 

         ボールタップ 

         定水位弁 

      Ｌ：配水管から給水栓までの実管長＋器具類の「直管換算長」（別表第４） 

ウ 口径５０㎜以下はウェストン公式(別表第５－１、別表５－２)、口径７５㎜以上はヘ

ーゼン・ウィリアムス公式（別表第６）により、流量と動水勾配との交点の直上の口径と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈｐ－Ｈ－ｈ1

Ｌ
Ｉ＝ ×１０００
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４ メーターの口径は、表２．水道メーター型式別使用流量基準表の範囲内で決定すること。 

 表２．水道メーター型式別使用流量基準表 

形式 
口径 

(㎜) 

定格最大 

流 量 

(㎥/h) 

Ｑ3 

適正使用 

流量範囲 

(㎥/h) 

一時的使用の 

許容流量(㎥/h) 
１日あたりの使用量(㎥/日) 

月間 

使用量 

( ㎥ /

月) 

1時間/日

以内使

用の場

合 

瞬時的使

用の場

合 

1 日使用

時間の

合計が

5 時間

のとき 

1 日使用時

間 の 合

計 が 10

時 間 の

とき 

1日 24 時

間使用

のとき 

接線流羽

車式 

13 2.5 0.1～1 1.5 1.5～2.5 4.5 7 12 100 

20 4 0.2～1.6 2.5 3～4 7 12 20 170 

25 6.3 0.23～2.5 4.0 4～6.3 11 18 30 260 

30 10 0.4～4 6.0 6～10 18 30 50 420 

40A 10 0.5～4 6.0 7.5～10 18 30 50 420 

たて型軸

流羽車

式 

40B 16 0.4～6.5 9.0 12～16 28 44 80 700 

50 40 1.25～17 30.0 50.0 87 140 250 2,600 

75 63 2.5～27.5 47.0 78.0 138 218 390 4,100 

100 100 4～44 74.5 125.0 218 345 620 6,600 

参考：水道メーターの選び方（（社）日本水道協会）及び水道メーター製造会社の資料より 

※適正使用流量範囲とは、水道メーターの性能を長期間安定した状態で使用することのできる標

準的な流量をいう。 

※１時間/日以内使用の場合とは、１日１時間以内であれば使用することが可能な流量をいう。 

※瞬時的使用の場合の許容流量は、その発生時間に大きく関わる。上表は、現行の流量基準値から

新基準の定格最大流量(Ｑ3)までの範囲とした。Ｑ3を瞬時的許容最大流量とする場合には、その

発生時間の目安を１日当たり１０分間程度とすることに加え、これまでの使用実態等を考慮し

て判断する。 

※１日当たりの使用量（㎥/日）とは、１日の使用時間の合計時間（５時間、１０時間、２４時間）

ごとに、その最大使用量を示したもの。 

※新ＪＩＳ基準適用水道メーターの計量範囲Ｒ（Ｑ3/Ｑ1）は１００とする。 

 （設計図書の作成） 

第８条 設計図面は、工事施工の際の基礎であるとともに、給水装置の適切な維持管理のための

必須の資料であるので、正確かつ容易に理解できるものとする。 

２ 設計図面は別図第１を参考に作成し、使用する記号は、別表第７のとおりとすること。北が上

になるよう作図し、方位を記入すること。 

(1) 申請場所 給水家屋、施工路線、付近の状況、道路状況及び主要な建物を記入すること。

縮尺は適宜とする。 

(2) 止水栓位置図 第一止水装置を記入し、官民境界線、隣地境界線から直角に止水装置のき

ょう又はメーターますの中心を測定し、記入すること。その際に、止水装置の口径を合わ

せて記入すること。また、平面図と整合性を取ること。 

(3) 平面図 方位、配水管及び給水管等の管種、口径、止水装置位置、給水用具の取付位置、

官民境界線、隣地境界線、道路の種別等を記入すること。 

(4) 立面図 配管状況を立体的に記入すること。また、平面図と整合性を取ること。 

 (5) 異形管図 ダクタイル鋳鉄管及び配水用ポリエチレン管を敷設する場合に提出すること。 
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   第３章 給水装置工事等の申込み 

 （給水装置工事） 

第９条 給水装置工事の申込みをするときは、次のことを遵守すること。 

(1) 給水装置工事を行うときは、給水装置工事申込書（別記様式第１号）及び給水装置工事設

計（変更）審査申請書（別記様式第２号）により、あらかじめ酒田市長に申し込み、その承認を

受けること。 

(2) 給水装置の所有者に変更があった場合は、給水装置所有者変更届（別記様式第３号）を提

出すること。 

(3) 給水装置工事の設計及び施工は、酒田市長が指定する指定給水装置工事事業者が行うこと。 

(4) 酒田市長が必要と認めたときは、当該工事に関する利害関係者の承諾書（別記様式第４号

及び第５号）を提出すること。 

(5) 基準第７条第２項の各号に該当しない場合、給水装置工事水理計算書（別記様式第６号）

を提出すること。 

(6) 当該敷地内に不用となる給水装置がある場合は、撤去工事を行うこと。 

２ 当初の申請と内容に変更があった場合は、給水装置工事設計（変更）審査申請書（別記様式第

２号）を提出すること。 

３ 穿孔等の工事を行う場合は、あらかじめ、穿孔（分岐・増口径・分水止）工事届（別記様式第

７号）に、道路使用許可証の写しを添付し提出すること。 

４ 給水装置工事の主任技術者に異動が生じた場合は、給水装置工事主任技術者変更届（別記様

式第８号）を速やかに提出すること。 

５ 給水装置工事の竣工が延期となる場合は、給水装置工事延期届（別記様式第９号）を提出する

こと。 

６ 給水装置工事の申込みをした工事を取りやめる場合は、給水装置工事取消届（別記様式第１

０号）を速やかに提出すること。 

 （道路占用、使用許可申請） 

第１０条 道路等の掘削を行う場合は、事前に道路管理者、所轄警察署長の占用許可及び使用許

可を受けること。 

２ 占用許可及び使用許可の申請に当たっては、次のことを遵守すること。 

(1) 道路管理者と事前協議を行うこと。 

(2) 道路占用許可申請書及び道路掘削届は、事前に酒田市長と作業日程を調整後に提出するこ

と。 

(3) 道路使用許可申請書は、各道路管理者からの許可後に所轄警察署長へ提出すること。 

(4) バス路線については、関係機関と事前協議をすること。 

３ 各道路管理者等における提出書類は、別表第８のとおりとする。 

 

   第４章 給水装置の施工 

 （給水装置の材料及び給水用具） 

第１１条 給水装置に使用する材料及び給水用具は、水道法施行令第６条に規定する給水装置の

構造及び材質の基準及び給水装置工事材料規格（別表第９）に適合した製品を使用すること。 

２ 給水装置の構造及び材質の基準に定める性能基準に適合する給水装置材料（別表第１０）は

次により判断する。 

(1) 自己認証 

製造業者や販売業者が自らの責任において、性能基準に適合していることを証明する製品。 

証明には、製造業者等が自ら又は試験機関等に委託して得た試験成績表を使用する。 
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(2) 第三者認証 

製造業者等の希望に応じて、第三者認証機関（別表第１１）が性能基準に適合していることを 

証明した製品。 

第三者認証機関は製品サンプル試験を行い、性能基準に適合しているか否かの検査を行って基 

準適合性を認証したうえで、当該認証機関の認証マーク（別表第１１）を製品に表示することを

認めている。 

主な第三者認証機関 

   ア（社）日本水道協会      （ＪＷＷＡ） 

   イ（財）日本燃焼器具      （ＪＨＩＡ） 

   ウ（財）電機安全環境研究所   （ＪＥＴ） 

   エ（財）日本ガス機器検査協会  （ＪＩＡ） 

(3) ＪＩＳ規格（日本工業規格）水道用、ＪＷＷＡ規格のように性能基準の適合が明らかな製品。 

(4) 酒田市長が定める規格又は仕様等に基づき製造された製品。 

３ メーター以降の給水管については、別表第１２を参考に配管する場所に最適な配管資材を選

定し施工すること。  

４ 給水用具の中で、活性炭素の「ろ材」により残留塩素、濁り等を除去する機能など、水質 

 を変える恐れがある機能を有する給水用具を｢機能水器具｣という。 

機能水器具の設置は、次のとおりとする。 

(1) 活水器等（元付型） 

メーター下流の給水管に直結して設置し、常時水圧が加わるため、構造・材質の基準が適 

用される。 

ア  給水装置工事申請、及び機能水器具設置条件承諾書（別記様式第１１号）の提出を必要と 

する。 

イ メーターに影響を及ぼさないよう、メーター下流側に５０cm 以上の離隔を取り設置する 

こと。 

  ウ 水質検査の実施及び機能水器具の故障等における給水の確保のため、機能水器具の上流 

に直結給水栓を設置すること。 

エ 機能水器具の上流に止水栓及び逆止弁を設置すること。ただし、器具本体に逆流防止機 

能を有している場合は逆止弁の設置は不要とする。 

(2) 浄水器Ⅰ型（先止め式） 

メーター以降の給水管に直結して設置し、常時水圧が加わるため、構造・材質の基準が適 

用される。 

ア 給水装置工事申請、及び機能水器具設置条件承諾書（別記様式第１１号）の提出を必 

要とする。 

イ 機能水器具単独（浄水専用水栓）設置は１水栓とする。 

ウ 器具の上流に止水栓及び逆止弁を設置する。ただし、器具本体に逆流防止機能を有し 

ている場合は逆止弁の設置は不要とする。 
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(3) 浄水器Ⅱ型（元止め式） 

給水栓の流出側に設置し常時水圧が加わらないため、構造・材質の基準は適用されない。 

ア 給水装置工事申請は不要とする。 

イ 機能水器具上流側に設置の水洗を持って水洗とする。 

ウ 水質の保全管理等は、設置者（所有者又は使用者）において、全ての責を負うものと 

する。 

(4) 給水管を挟み込むタイプ（磁気活水器等） 

水圧が加わらないため給水用具に該当しないことから、構造・材質の基準は適用されない。

ア 給水装置工事申請は不要とする。 

イ 磁気によりメーターに影響を及ぼさないよう、メーター下流側に５０cm 以上の離隔 

を取り設置すること。 

(5) 機能水器具を設置した場合の水道水の水質について 

機能水器具は水道水の水質を変化させるものであるため、管理者の水質管理責任は設置し 

た機能水器具の上流側までとし、同器具の下流側については、所有者及び使用者が責任を持

って水質管理をすることになることを説明すること。 

 

機能水器具の設置標準図 （元付型） 

 

① 水質管理用直結給水栓 

配水管     逆流防止付止水栓         ③ 逆流防止弁     

            水道メーター    ② 止水栓   浄・活水器 

     給水管 

 

     

  

  

  

 

  

 

 

 

５ 給水装置に直結できない器具類の設置は次のとおりとする。 

  水道法施行令第 6 条に適合しない器具を設置する場合は、受水槽（シスターン）等の使用に

より、適切な逆流防止の措置を講じ、給水装置から切り離すこと。 

  （例）工業用ボイラー、洗米機、業務用洗濯機、門型洗車機、特殊調理器具、等 

 

 N M 

給水装置 

水質管理の責任分界点 

お客様側 

(設置者) 上下水道事業管理者 
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 （給水管の分岐） 

第１２条 配水管からの給水管の分岐は、１画地１箇所とすること。 

ただし、別棟の建物への給水で既設管と誤接続する恐れがなく、事前協議に酒田市長が認め

た場合はこの限りではない。 

２ 給水管の口径は２０㎜以上とすること。 

３ 給水管から別の給水装置場所への支分新設は、原則として行わないこと。 

４  給水管の分岐、増口径の穿孔作業及び分水止については、(財)給水工事技術振興財団の給水

装置工事配管技能者の資格を有する者（以下この項において「配管技能者」という。）が行うこ

と。ただし、配水管が水道配水用ポリエチレン管の場合は、酒田市長が指定する講習を終了した

配管技能者が行うこと。 

 （給水管の分岐工法） 

第１３条 給水管の分岐工法は次のとおりとする。 

(1) 配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から０．３ｍ以上離すこと。 

(2) 分岐工法は別表第１２のとおりとし、配水管より小口径とすること。ただし、３０㎜以上

の分岐及び配水管と同口径とする場合は、酒田市長と協議を行うこと。 

(3) 鋳鉄管より分岐する場合には、密着コアを使用すること。 

(4) サドル付分水栓を使用して増口径をする場合は、同じ穿孔穴とする。ただし、銅製コア又

は密着コアを使用している場合と、３０㎜以上に増口径する時は、既設分水栓を分水止めし、

新たに０．３ｍ以上離した場所から分岐を行うこと。 

(5) 分岐以降の配管で道路横断（片側含む）する場合は、鋳鉄管、ポリエチレン管又は配水用ポ

リエチレン管とすること。ただし、油類及び有機溶剤等による汚染のおそれがある場合は、分

岐給水管はステンレス管を使用し、電食防止を施すこと。 

(6) 配水管が内面エポキシ樹脂粉体塗装ダクタイル鋳鉄管の場合は、専用の穿孔ドリル及び電

動穿孔機を使用すること。 

(7) サドル付分水栓には防食フィルムを巻くこと。 

(8) 不断水割Ｔ字管により分岐する場合は、付属の仕切弁の操作が容易に行えるよう仕切弁き

ょうを設置すること。 

(9) 分岐箇所からメーターますまでロケーティングワイヤーを別図第２により設置すること。 

(10) 分岐箇所から給水する敷地側の直角方向の側溝等に、給水管表示びょうを別図第３により

打ち込むこと。 

 （止水装置） 

第１４条 第一止水装置は、官民境界線より１．５ｍ以内の民地内とし、維持管理上もっとも支

障の少ない場所に設置すること。 

２ メーターが第一止水装置から２ｍ以上離れる場合、メーターの一次側に第二止水装置を設置

すること。 

３ 分岐箇所から止水装置が遠距離な場合、分岐箇所付近に止水装置を設置すること。 

４ 設置する止水装置は、止水装置の一次側の配管と同口径とすること。 

５ 複数のメーターを設置する場合は、第一止水装置のほか、各々が単独で止水できるよう第二

止水装置を設置すること。 

６ 消火栓用仕切弁は、分岐箇所に設置すること。 

 （止水装置の使用区分） 

第１５条 止水装置の使用区分は、表．３のとおりとする。ただし、敷地内のメーター二次側はこ

の限りではない。 

    表．３止水装置使用区分表 
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種        類 給水管の口径 

 ボール式止水栓（甲型）      １３㎜～２５㎜ 

 ２０㎜逆流防止装置付ボール式止水栓      １３㎜・２０㎜ 

 ボール式止水栓（丸ハンドル付）      ３０㎜・４０㎜ 

 水道用ソフトシール仕切弁      ５０㎜～２５０㎜ 

    ※仕切弁は、ダクタイル鋳鉄製内面エポキシ樹脂粉体塗装右回り開きとする。 

 （メーターの設置方法） 

第１６条 原則としてメーターの設置方法は、次のとおりとする。 

(1) メーターは地付けとし、１戸、１店舗又は１事務所ごとに設置すること。 

(2) 共同住宅等で各戸メーターを地付けによらない場合は、親メーターを設置すること。 

２ 共同住宅において親メーターを設置する場合は、「共同住宅における水道料金等取扱要綱」に

より酒田市長に申請を行い、管理者と「各戸検針徴収等に関する契約」を締結するものとする。 

３ 集中配管方式による共同住宅において、各戸の入り口付近に各戸メーターを設置する場合は、

「遠隔指示装置付水道メーターの設置基準」により遠隔指示装置付水道メーター及び親メータ

ーを設置すること。 

４ 直結式給水のメーター設置標準図は、別図第４－１、別図第４－２のとおりとする。 

５ 直結・受水槽併用式給水のメーター設置標準図は別図第４－３のとおりとし、メーター設置

方法について酒田市長と協議を行うこと。 

６ 私設メーターの設置については、次のとおりとする。 

(1) 私設メーターの設置位置は、酒田市長が貸与するメーターの二次側とすること 

(2) 酒田市長が検針は行わず、水道料金等に影響があるような設置は認めない。 

(3) 設置するメーターは水道法施行令第６条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合

した製品とすること。 

(4) 工事申請の際に、図面に私設メーターの位置を明確に記入し、併せて私設メーター設置条

件承諾書（別記様式第１２号）を提出すること。 

 （メーターの設置場所） 

第１７条 メーターは水平に取付け、保護及び凍結防止を考慮し容易に点検できるように設置し、

汚水等が入らない乾燥した場所に設置すること。 

２ メーターは、原則として第一止水装置付近に設置すること。 

３ 共同住宅等でメーターを複数個設置する場合は、官民境界線付近に設置すること。ただし、検

針に支障が出る等の場合は各戸の入り口前とする。 

 （きょう等の設置） 

第１８条 止水装置、メーター及び逆止弁は、別図第５、別図第６のきょう又はますで保護する

こと。きょう及びますは、地盤より飛び出したり、地中に埋没したりしないように設置するこ

と。 

 （逆流防止装置の設置） 

第１９条 ２０㎜以下の分岐給水管は、メーターます内に２０㎜の逆流防止装置付ボール式止水

栓を設置すること。 

２ 逆流防止装置付ボール止水栓を設置する場合、異径の伸縮継手を使用しないこと。 

３ 給水管の口径５０㎜以下はリフト式逆止弁、７５㎜以上はスイング式逆止弁をメーター以降

１ｍ以内に設置すること。 

 （凍結防止装置の設置） 

第２０条 凍結による給水用具の漏水や破損防止のため、適切な凍結防止対策を講ずること。 

２ 水抜栓を設置する場合は、別図第７の水抜栓取付標準図のように十分排水できるように設置
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し、操作が容易で修理できる場所とする。１箇所で水抜きができない場合は、２箇所以上設置す

ること。 

３ 水抜栓を屋外に設置する場合は、屋内で操作できるよう遠隔操作型を使用することが望まし

い。 

４ 水抜栓及び不凍給水栓には、排水ブロック又は砕石を使用すること。 

（消火栓の設置） 

第２１条 口径６５㎜の単口消火栓を民地内に設置する場合は、官民境界線から当該民地内３ｍ

までに設置するものとし、設置場所については、酒田地区広域行政組合消防本部、酒田市長立会

いのもとに決定すること。（メーターは不要とする。） 

２ 前項以外の消火栓は、メーター二次側に設置すること。 

 （配管） 

第２２条 給水管は、家屋の外回りに布設し、汚水槽等の場所を避けること。屋内で給水管を分

岐する場合は、管理、修理が容易にできる位置にすること。 

２ 給水管が他の埋設物と並行又は交差する場合は、０．３ｍ以上の間隔を保つことが望ましい。 

３ 給水管を布設する際には、防寒、防食に十分考慮すること。 

４ 横走り管はなるべくさけ、やむを得ず横走り管とする場合は、１％以上の勾配をつけ、波状に

ならないように支持すること。 

５ 給水装置は、他の水管及びその他の設備に直接連結しないこと。 

６ 水槽及びプール等の施設に給水する場合は、落とし込みとし満水面より管口径以上の吐水空

間を確保する。ただし、管径５０㎜未満の吐水空間は、５０㎜以上とする。 

７ 給水管の埋設深さは、公道内は舗装と路盤の厚さに０．３ｍを加えた値で、かつ、０．８ｍ以

上とする。敷地内は、凍結深度（０．２ｍ）の１．５倍に土壌の違いや外的荷重による安全等を

考慮し、０．３５ｍ以上とすること。 

８ メーターが複数個設置されている建物では、別のメーターと配管を交差させないこと。 

９ 主な配管方法は、次のとおりとする。 

 (1) 止水装置周りの配管は、別図第８のとおりとする。 

(2) メーター周りの配管は、表．４メーター周り配管、別図第９及び別図第１０のとおりとす

る。 

 

表.４メーター周り配管 

  

 

 

 

 

(3) 硬質塩化ビニル管の接合は、冷間継手ＴＳ式を使用する。 

メーター口径（㎜） 管   種 Ａ（ｍ） 
口 径 変 更 

Ｂ（ｍ） Ｃ（ｍ） 

１３・２０ ＨＩＶＰ・ＰＰ       

２５ 可とう管・ＨＩＶＰ ０．６ ０．２ ０．４以上 

３０・４０ 可とう管・ＨＩＶＰ ０．８ ０．２ ０．６以上 

５０ ライニング鋼管 １．０以上     

７５ ダクタイル鋳鉄管 ０．８以上     

１００ ダクタイル鋳鉄管 ０．８以上     

　 Ａ 　Ａ

× Ｍ

　　 Ｂ 　　　　Ｃ 　　  Ｃ 　　　  Ｂ
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 (4) 架橋ポリエチレン管等の配管方法については次のとおりとし、別図第１１による。 

ア ヘッダーを使用する場合、分岐からヘッダーまでは口径２０㎜以上とすること。 

イ 埋設に適した継手を使用し、かつ適切な防護をすること。 

(5) ライニング鋼管の接合は、ねじ込み又はねじ込み式フランジ継手とし、コア内蔵型管端防

食継手を使用すること。 

(6) ステンレス鋼管を異種管や給水器具と接続する場合は、絶縁材等で電食防止の処置を施す

こと。 

(7) 敷地内で油類及び有機溶剤等による汚染のおそれがある場合の給水管は鋼管又はステンレ

ス鋼管を使用し、防食テープ等で保護すること。 

(8)  鋳鉄管の接合は、フランジ接合、メカニカルジョイント及び耐震継手形を使用する。 

(9)  異種管との接続は、別図第１２のとおりとする。 

(10) 配水ポリエチレン管を接続する場合、新設管はＥＦ継手又はメカニカル継手を使用し、既

設管はメカニカル継手を使用すること。 

(11) 給水装置工事において、新設する配管の管末原則としてバルブ止め・プラグ止めとしては

ならない。 

 （撤去工事） 

第２３条 給水装置が不用となったときは、分岐箇所で給水管を切り離すこと。 

２ 隣地を購入するなどして、１画地に２箇所以上の分岐となる場合は、使用しない給水管を分

岐箇所から切り離すこと。 

 （切り離しの工法） 

第２４条 配水管と給水管の切り離しについては、次のとおりとする。 

(1) サドル付分水栓はキャップ止めとすること。 

(2) チーズ管は撤去し、切管で接続すること。 

(3) 鋳鉄管のＴ字管は撤去し直管で接続すること、割Ｔ字管及び弁付Ｔ字管はフランジ蓋を使

用すること。  

 （保護工法） 

第２５条 給水装置を保護するために、次のことを遵守すること。 

(1) 給水管が暗渠又は開渠を横断するときは、その底部を伏越しする。やむを得ず架空横断す

るときは、高水位以上の高さとし、防寒及び防食、その他の防護措置をすること。 

(2) 給水管が酸、アルカリ等に侵されるおそれがある場合は、耐酸、耐アルカリの配管資材の

使用、又は防食テープ等で適切な保護をすること。 

(3) 立ち上がり管及び横走り管は、防寒及び防食の措置をすること。 

(4) 給水管の水撃の受けやすい箇所には、バキュームブレーカ（水撃防止装置）、離脱防止ジョ

イント、コンクリート又は杭等で防護すること。 

 （道路掘削） 

第２６条 道路等の掘削をするときは、次のことを遵守すること。 

(1) 設計図書に基づき掘削位置の確認を行い、地下埋設物（ガス、電話、電力等）には十分注意

し必ず各事業所に確認書を提出し、立会いを求めてから行うこと。 

(2) 道路管理者及び所轄警察署長の許可条件を遵守し振動、騒音及び交通規制等がある場合は、

地区住民に広報を行いトラブルのないように配慮すること。 

(3) 施工現場には、必ず現場責任者が常駐し関係官公署の許可証（道路占用許可証の写し、道

路使用許可証）を携行すること。 

(4) 公衆災害防止のため、関係法令等及び許可条件に基づき保安施設を設置すること。 

(5) 工事施工中に不測の事故が発生したときは、直ちに工事を中断し応急措置を講じるととも



- 13 - 

に、速やかに酒田市長へ報告し指示を受けること。 

２ 掘削作業をするときは、次のことを遵守すること。 

(1) 保安施設又は工事用表示板等は、現場の状況に応じて交通及び作業上の安全が十分確保で

きるよう設置すること。 

(2) １日で埋め戻しができるまでの作業量とすること。 

(3) 舗装切断をする場合は、あらかじめ設計書に基づきマーキングチョーク等で切断ラインを

表示すること。 

(4) 舗装切断は舗装タイプにより、舗装厚が異なるので、表層・基層まで完全に行い直線施工

すること。 

(5) 舗装を取り壊す場合は、周囲の舗装に影響を及ぼさないよう慎重に施工すること。 

(6) 作業中は、舗装材や土砂等が飛び散らないように注意すること。また、舗装面保護のため

土砂等は合板等の上に置くこと。 

(7) えぐり掘りは行わない。また、掘削床面は平坦に仕上げ、凹凸のないように施工すること。 

(8) 地下水等の湧き水のある所では、適切な方法で排水し危険防止の措置をすること。 

(9) 湧き水等により土留が不安定な場合は、土留の周囲に土のう等により仮締めを行い土砂の

崩壊を防止すること。 

(10) 杭、矢板等を打ち込む場合は、地下埋設物等を十分に調査し安全な位置に打ち込むこと。 

(11) 工事によって発生した残土等は、その工事施工者の責任において直ちに運搬し処理するこ

と。 

３ 埋め戻し作業をするときは、次のことを遵守すること。 

(1) サドル付分水栓、不断水割Ｔ字管等のバルブの開閉、配管及び接合の状況が確実に行われ

ているか確認すること。 

(2) 湧き水等のあるときは、これを十分に排水してから埋め戻すこと。 

(3) 管上０．３ｍまでは管防護のため砂で埋め戻し、木たこ等で人力による突き固めをするこ

と。 

(4) 埋め戻し材は道路管理者の許可条件のとおりとし、ランマー等により所定の密度を得るよ

う十分に転圧を行い、一層の仕上げ厚さは、砂は０．２ｍ以下、下層路盤は０．２ｍ以下、上

層路盤は０．１５ｍ以下で転圧すること。 

(5) 埋設シートは、路盤下に布設すること。 

(6) ダンプカー等から直接砂や砕石等を投入すると、サドル付分水栓、配水管及び給水管に損

傷を与えるだけでなく、締め固めが不十分となるため絶対に行わないこと。 

(7) 交通量の多い路線や雨天、降雪時に施工した現場は、埋め戻し後も随時点検し事故防止に

努めること。 

４ 復旧作業をするときは、次のことを遵守すること。 

(1) 舗装道路の掘削後は、アスファルト混合物により直ちに仮復旧すること。 

(2) 仮復旧後は、既設舗装路面を清掃すること。 

(3) 仮復旧後は、随時現場を見回り異常のないことを確認すること。 異常があった場合は、直

ちに修復工事を行うこと。 

(4) 本復旧は道路管理者の許可条件のとおりとすること。 

５ 工事状況写真は｢給水装置工事現場工程写真の手順｣｢工事現場写真の撮影要領｣に基づき撮影

し、工事完了届に関係書類を添付し、工事完成後５日以内に酒田市長に２部提出すること。 

 

   第５章 工事検査 

 （検査の種類） 
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第２７条 検査の種類は次のとおりとし、給水装置が構造・材質基準に適合していることを確認

すること。 

(1) 中間検査 

(2) 書類検査 

(3) 竣工検査 

(4) 再検査 

 （中間検査） 

第２８条 中間検査は、必要と認める場合に実施する。 

 （書類検査） 

第２９条 給水装置工事が竣工したときは、工事完成後５日以内に次の書類を提出し、書類検査

を受けること。 

(1) 工事竣工届・竣工検査表（別記様式第１３号） 

竣工検査実施項目（別表第１３）に基づき社内検査を行い、その結果及び必要事項を竣工検

査表に記入すること。 

(2) 給水装置工事竣工図（別記様式第１４号、以下「竣工図」という。） 

ア 竣工図には、使用材料、止水栓位置図、申請場所、平面図、立面図及び詳細図を記入する

こと。 

イ 竣工図は、別図第１を参考に作成し、使用する記号は、別表第７のとおりとすること。 

ウ 申請場所、平面図、立面図及び詳細図の縮尺は適宜とする。 

エ 北が上になるよう作図し、方位を記入すること。 

 （竣工検査） 

第３０条 竣工検査は、竣工検査表の対象検査項目及び検査員が必要と認めた事項について実施

する。 

 （再検査） 

第３１条 竣工検査において合格しなかった場合は、速やかに指摘箇所を改善し、再検査を受け

ること。 

 （検査の立会） 

第３２条 竣工検査には、工事を担当した給水装置工事主任技術者及び検査員が指定した者が立

会うこと。 

 

   第６章 その他 

 （協議） 

第３３条 この基準に記載のない事項については、酒田市長と協議すること。 

 

   附 則 

１ この基準は平成１９年４月１日より施行する。 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は平成２０年４月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この基準は平成２１年４月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は平成２２年４月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は平成２４年４月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は平成２５年４月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は平成２６年１０月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については、従前の例による。 

 （様式の使用に関する経過措置） 

３ 旧基準第９条に規定する様式は、平成２８年３月３１日までの間は、改正後の第９条に規定

する様式とみなす。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は平成２９年４月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は平成３１年４月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は令和２年４月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は令和３年４月１日より施行する。 
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 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は令和４年４月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この基準は令和５年４月１日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において旧基準により施行している工事等については従前の例による。 
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別表第１－１ 種類別吐水量と対応する給水栓の口径

同時使用率を考慮した栓数

給水栓数と使用水量比

給水栓の標準使用水量別表第１－２

別表第２－１

別表第２－２

2

栓    数

戸　　数

同時使用
戸数率(％)

別表第２－３

60

１～３

100

４～10

90

11～20

80 70

31～40

65

61～80

55

81～100

50

同時使用率を
考慮した栓数

11～15

4

16～20

5

２～４ ５～10

3

75

570

41～60

21～30

6

21～30

同時使用戸数率

100

1,000

13

17

20

40 160

50

250

給水栓数

使用水量比

給水栓の口径（mm）

標準使用水量(ℓ/分)

1

1

2

1.4

3

1.7

15

3.5

20

4.0

30

5.02.6

8

2.8

9

2.9

10

3.0

１５～４０
３５～６５

１７

4

2.0

5

2.2

6

2.4

7

２０～２５

２０～４０
３０～６０
８～１５

１２～２０

使用水量（ℓ／分）

１２～４０
〃

８～１５

１３０～２６０

１３
１３
１３

１３
４０～５０
１３～２０

対応する給水栓の口径(㎜)

４０
５０
７５

１３

１３～２０
〃
１３

１３～２０
２０～２５

１３
２０
２５
３０

４０
６５
９０〃

〃
〃
〃

１００１,０００
５７０

１６０
２５０

用　　　　途

台　  所　  流　  し
洗　  濯　  流　  し
洗　     面　     器

手　　　 洗　　　 器

洗　　　車（業務用）

浴　　槽　（和　式）
 　　〃  　（洋　式）
シ　　ャ　　ワ　　ー

40

１５～３０
１２～２０
５～１０

小便器（洗浄水槽）
　 〃　 （洗浄弁）

大便器（洗浄水槽）

吐 水 口（受水槽）
〃

〃

消　火　栓　（小型）
散　　　　　　　　水

1

1

25

65

〃
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別表第３-1

対           象 対象給水量 給水時間(ｈ)

病床 600

医師・看護師 110

外来患者 10 4

病床 450

医師・看護師 110

外来患者 10 4

医師・看護師 110 8

外来患者 10 4

病床 900

医師・看護師 110

外来患者 450

戸建住宅 常住者 225

ワンルームタイプ（集合住宅A） 常住者 350

常住者 225

管理人 100 8

常住者 350

医師・介護士 110

通院者 80 8

宿泊客 360

従業員 40

寮・下宿・寄宿舎・合宿所・独身寮 常住者 350 8

旅館 宿泊客 240

モーテル 客室数 500

カプセルホテル 宿泊客 150 8

述べ客 1.5

常勤職員

新聞社 常勤職員 12

自衛隊キャンプ宿舎 常住者 300 8

刑務所 常住者 400

拘置所 常住者 300

園児定員　0～1歳児 10

園児定員　2～6歳児 40

職員 110 8

生徒定員 自校給食無 35

生徒定員 自校給食有 50

生徒定員 自校給食無 35

生徒定員 自校給食有 50

生徒定員 45 6

生徒定員（夜） 30 4

各種塾・教室 生徒定員 10 8

図書館・付属図書館 述べ利用者 10 5

※（定員）は「定員証明書」による人員

12
病院

8官公庁・事務所

35

医院

12血液疾患クリニック

12

ファミリータイプ（集合住宅B)

老人福祉施設

類似用途別番号 業　態　名
計画１日最大給水量（ℓ/ｄ）

12
総合病院

ホテル 10

10

25 5

16

6
保育所・幼稚園

5

6

用途別業態別標準使用水量　1/2

1

2

3

4

小学校

　※対象給水量は職員分を含む
6

中学校

　※対象給水量は職員分を含む
6

高等学校・大学・高専・各種専門学校

・予備校

児童館

　※対象給水量は職員分を含む
述べ利用者

10
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対           象 対象給水量 給水時間(ｈ)

述べ客 50～120

従業員 110

喫茶店・スナック 述べ客 60 12

キャバレー・バー 述べ客 30 6

ビアホール 述べ客 20 10

社員食堂 述べ利用者 25 6

給食センター 延べ人数 20

結婚式場 述べ客 40

料亭 述べ客 40 4

述べ客 1.5

従業員 35

述べ客 20

従業員 100

述べ客 10

従業員 40

美容院・理容院 従業員 110 10

クリーニング店 従業員 110 8

述べ客 10

従業員 110

研究所・試験所 従業員 100

工場・作業所・管理人室 従業員 120

公会堂・集会所・葬祭会館 述べ利用者 10 8

劇場・演芸場 述べ客 10 10

映画館 述べ客 10 12

観客 10

選手・従業員 100

プレーヤー 200

従業員 150

11 プール 延べ利用者 50 10

述べ台数 25

従業員 100

述べ客 10

従業員 100

述べ利用者 15 12

整備員 100 8

従業員 100

整備員 120

14 公衆浴場・シャワー 述べ客 50 12

公衆便所・バスターミナル 述べ利用者 15 12

駅 駅務員 110 10

16 寺院 参会者 10 4

※（定員）は「定員証明書」による人員

15

自動車車庫・駐車場

10ガソリンスタンド

13

8パチンコ店

囲碁クラブ・麻雀クラブ・撞球場

卓球場・カラオケ・エアロビクス
8

12

スケート場・ボーリング場・遊園地

ゴルフ練習場
述べ客 1030

ゴルフ場クラブハウス 10

8

7

89

5競技場・体育館・野球場
10

10コンビニエンスストアー

10スーパーマーケット

8市場

10飲食店

8

10店舗

類似用途別番号 業　態　名
計画１日最大給水量（ℓ/ｄ）

用途別業態別標準使用水量　2/2
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別表第３-2

単位当たり算定人員 算定床面積

医院・診療所 外来者は計画外来患者数（定員）

戸建住宅

自衛隊キャンプ宿舎

ホテル 同時に収容し得る人数（定員）食事1食含む（20ℓ/食）

寮・下宿・寄宿舎・合宿所・独身寮 同時に収容し得る人数（定員）食事3食含む（20ℓ/食）

青年の家・ユースホステル

事務室

各種塾・教室

図書館・大学付属図書館

大学付属体育館 ｎ=（20ｃ+120u）/8×ｔ　（ｔ=0.5～1.0）

学校施設関係

同時に収容し得る人員（定員）

同時に収容し得る人員（定員）の1/2

　ｎ：処理対象人員（人）　ｃ：大便器数（個）　u：小便器数、又は両用便器数（個）

　ｔ：単位便器当たり1日平均使用時間（ｈ）　※（定員）は、「定員証明書」による人員

同時に収容し得る人員（定員）

食事付きの場合は1食に付き20ℓを別途加算（2歳児以上）
保育所・幼稚園

同時に収容し得る人員（定員）

夜間の過程を併設している場合は定員を加算

学生食堂があれば20ℓ/食を別途加算

小・中学・高校・大学・高専

各種専門学校・予備校

同時に収容し得る人員（定員）

ホテル・旅館・モーテル

カプセルホテル
同時に収容し得る人員（定員）

1床当たり1人

食事3食含む（20ℓ/食）

1床当たり1人

食事3食含む（20ℓ/食）

外来者は透析機械台数

（定員）

宿泊施設関係

事務室の床面積

官公庁の外来者は庁舎職員数の

0.05～0.1

1㎡当たり0.1人事務所関係
行政官庁等外来者の多い事務所

建築用途別給水対象人員算定基準表 1/3

給水対象人員
建　　築　　用　　途

1LDK・2DK　　　　　　　　　　　2.0人

2LDK・3K・3DK・3LDK・4K　　　3.0人

4DK・4LDK　　　　　　　　　　　4.0人

5K・5DK・5LDK以上は上記に　　　0.5人加算

ファミリータイプ（集合住宅B）

医療施設関係

住宅施設関係

同時に収容し得る人員（定員）

常在者食事3食含む（20ℓ/食）

通院者食事1食含む（20ℓ/食）

同時に収容し得る人員（定員）

老人福祉施設

総合病院・病院

血液疾患クリニック

1戸当たり4人

1戸が1居室で構成されている場合

1K・1DK・2K・1.0人
ワンルームタイプ（集合住宅A）

外来者は計画外来患者数

（定員）
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単位当たり算定人員 算定床面積

営業用プール

喫茶店・スナック 1㎡当たり　60ℓ 述べ客席面積

キャバレー・バー 1㎡当たり　30ℓ 述べ客席面積

社員食堂 1㎡当たり　25ℓ 述べ客席面積

給食センター

結婚式場 述べ利用者（定員）1人当たり　40ℓ

料亭 述べ客　　（定員）1人当たり　40ℓ

店舗 1㎡当たり　1.5ℓ 店舗面積

コンビニエンスストア 1㎡当たり　20ℓ 店舗面積

美容院

理容店

クリーニング店

市場

研究所・作業所

工場・作業場・管理室

　ｎ：処理対象人員（人）　ｃ：大便器数（個）　u：小便器数、又は両用便器数（個）

　ｔ：単位便器当たり1日平均使用時間（ｈ）　※（定員）は、「定員証明書」による人員

研究所・作業所

関係

同時に収容し得る人員（定員）実験用水加算

作業人員（作業用水加算）

述べ客席面積　1㎡当たり　40ℓ　

台数+全自動洗濯使用水量/台数×3回転

全自動洗濯使用水量はカタログ等の資料による
コインランドリー

店舗面積　　　1㎡当たり　35ℓ

ｎ=(20c+120u)/8×ｔ　　 (t=2.0)

述べ給食数（定員）1食当たり　20ℓ

店舗面積+作業室面積

事務室等は別途計上
1㎡当たり　10ℓスーパーマーケット

述べ客席面積　1㎡当たり　50ℓ　

とんかつ店・天ぷら屋・お好み焼店・大衆食堂・フードコート

　　　　　　　　　　　　　　　1㎡当たり　50ℓ

飲食店

（プール給水）（有効容量㎥×3.3%）+（有効容量㎥×3.0%）

　　　　　　　　3.3%は一時用水　　　　3.0%は補給水量
小・中学・高校用プール学校施設関係

利用者（定員）+（補給水3.0%）+逆洗水量

飲食店舗関係

1㎡当たり　20ℓ

　ビアガーデン　1/2
述べ客席面積ビアホール

算定面積は述べ客席面積

回転寿司店・焼肉店・中華料理店・レストラン・ラーメン

・スパゲッティ　　　　　　　　1㎡当たり 120ℓ

日本そば店　　　　　  　　　　１㎡当たり 100ℓ

小料理店・居酒屋　　　　　　　1㎡当たり   70ℓ

建　　築　　用　　途
給水対象人員

建築用途別給水対象人員算定基準表 2/3
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単位当たり算定人員 算定床面積

葬祭会館

公会堂・集会場

劇場・演芸場・映画館

観覧場・競技場・体育館・野球場

パチンコ店

囲碁クラブ・麻雀クラブ 1㎡当たり　0.6人

撞球場・卓球場・ダンスホール 1㎡当たり　0.3人

エアロビクス

カラオケ店

自動車車庫・駐車場

公衆浴場

特殊浴場（サウナ等）

公衆便所・バスターミナル

男子小用 乗降客×0.06×0.85× 4.5ℓ

男子大用 乗降客×0.06×0.05×15.0ℓ

女 子 用 乗降客×0.06×0.10×15.0ℓ

手 洗 用 乗降客×0.06×1.00× 3.0ℓ

冷却用水
冷却塔補給水　　（圧縮式）2.33ℓ/（ｈ・kw）　　（1RT=3.86kw　,　1USRT=3.52kw）

　　　　　　　　（吸収式）3.05ℓ/（ｈ・kw）

　ｎ：処理対象人員（人）　ｃ：大便器数（個）　u：小便器数、又は両用便器数（個）

　ｔ：単位便器当たり1日平均使用時間（ｈ）　※（定員）は、「定員証明書」による人員

駅

寺院床面積

庫裡は戸建住宅に準じる
1㎡当たり　0.6人

上記に属さない

施設

寺院

洗車施設
自動車関係

同時に収容し得る人員（定員）

同時に収容し得る人員（定員）

ｎ=(20c+120u）/8×ｔ　（ｔ=1.0～10）

ｎ=(20c+120u）/8×ｔ　（ｔ=0.4～2.0)

雑用水：屋外水栓数×口径流量（ℓ）×20分

　　　　口径13：20ℓ　口径20：40ℓ　口径25：80ℓ

設置台数×18台×ℓ/台⁺雑用水

1台当たり水量はカタログによる

実数

1台当たり水量はカタログによる

設置台数(基)×12ℓ/分×5分

×18分+雑用水
スプレー式

門型（大型車）

門型（小型車）

1台当たり　25ℓ

営業用途に供する部分の床面積

同時に収容し得る人員（定員）

同時に収容し得る人員（定員）

娯楽・集会場

施設関係

同時に収容し得る人員（定員）の1/2

ゴルフ練習場・遊園地

ボーリング場・スケート場

バッティング場・ドライブイン

ｎ=(20c+120u）/8×ｔ　（ｔ=2.0)

ゴルフ場クラブハウス
18ホールまでは  50人

36ホールまでは100人

建築用途別給水対象人員算定基準表 3/3

建　　築　　用　　途
給水対象人員

同時に収容し得る人員（定員）の1/2

同時に収容し得る人員（定員）

同時に収容し得る人員（定員）の3/4
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別表第５－１ 

ウェストン公式 

  

適用範囲 D=50 ㎜以下 

 

0.01739－0.1087Ｄ Ｌ Ｖ2 πＤ2

√Ｖ Ｄ 2ｇ 4

ｈ:管の摩擦損失水頭(m) Ｖ:管の平均流速(m/sec)

Ｌ:管の延長(m) Ｄ:管の口径(m)

ｇ:重力の加速度(9.8m/sec2) Ｑ:流量(m3/sec)

Ｑ＝ ･Ｖｈ＝ (0.0126＋ ) ･

 

流 量（Ｌ/ｓ）  
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別表第５－２ 
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別表第６

ヘーゼン･ウィリアムス公式

ｈ＝10.666･Ｃ－1.85･Ｄ－4.87･Ｑ1.85･Ｌ Ｉ＝ｈ/Ｌ･1000

Ｖ＝0.35464･Ｃ･Ｄ0.63･Ｉ0.54 Ｃ:流速係数 (110～130)

Ｑ＝0.27853･Ｃ･Ｄ2.63･Ｉ0.54

 

適用範囲 Ｄ=75㎜以上
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別表第７ 

給水装置の標準表示

LP

配水用ポリエチレン管 SP

PBP

１． 管種の表示記号

管種

鋳鉄管

表示記号

ダクタイル鋳鉄管

管種 表示例

管種　口径

硬質塩化ビニル管 GP

耐衝撃性硬質塩化ビニル管 SS

既設 新設

３． 工事別の給水管表示

CP

撤 去 管

埋 没 管

赤実線

赤破線

黒斜線等で消す

管種

新設管

既設管

表示例

φ50mm以下

片落　非記号表示

DIP φ150 HPPE φ100

VP φ50 PP φ20

φ75mm以上

片落　記号表示

CSST

管種　口径

表示例（配水管） 黒色の実線で表示。（管種・口径共通）

表示例表示管種

実線

XPEP ポリエチレン粉体ライニング鋼管架橋ポリエチレン管 SGP-PA,PB,PD

SGP-HV

２． 管種・口径の表示記号

石綿セメント管

ポリエチレン管 SGP-VA,VB,VD

ダクタイル鋳鉄管耐震型

   水道以外の配管がある場合、青色また
は緑色で給水栓位置のみ記入。

表示例（給水管）
新設管は、赤色の実線で表示。
既設管は、赤色の破線で表示。

水 道 以 外

ゴム輪形硬質塩化ビニル管

HIVP

RRVP

ACP

PP

表示記号

DIP

DIP-GX,NS,SⅡ

CIP

HPPE

VP

ステンレス管

波状ステンレス管

耐熱性硬質塩化ビニルライニング鋼管

硬質塩化ビニルライニング鋼管

管種

ポリブデン管

銅管

鉛管

塗覆装鋼管

亜鉛メッキ鋼管
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※特殊器具記号で記入するもの

ボイラー、電気温水器、製氷機、食洗機、活水器、浄水器、スプリンクラーヘッド、ウォシュレット等

表示記号

メーター

名称

表示記号

高置水槽 受水槽

電動式遠隔操作式

水抜栓

名称

屋外操作式

平面 立面 平面平面 立面

タンクレストイレ

平面

立面

表示記号

不凍水栓
特殊器具

（スプリンクラー含む）
ヘッダー 管の交差

平面 立面

平面 立面

立面 平面

表示記号

水

湯

水

ボールタップ

平面 立面 平面

湯

名称

立面 平面 立面

一般給水栓 湯水混合栓

立面

シャワー混合栓 フラッシュバルブ

弁栓類その他の表示記号４．

防護管
(保護管）

キャップ止

消火栓

表示記号

名称 吸排気管 ポンプ
加圧ポンプ

（ﾕﾆｯﾄ）

名称 止水栓 仕切弁 逆止弁
逆止弁付止水栓

(ﾒｰﾀｰ筺内)
片落管

MMＸ

H A P ＢＰ M

RM E
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別表第８ 

 

各道路管理者等における提出書類 

 

 
区  分 申 請 書 類 必 要 部 数 

１．市  道 道路占用許可申請書（現況写真添付） ５部 

道 路 掘 削 届 

 
５部 

(定期バス路線箇所

は２部追加) 

通行規制について ５部 

(定期バス路線箇所

は２部追加) 

工事完了届(写真添付) ２部 

２．県  道/ 

県管理国道 

（１１２号） 

（３４４号） 

（３４５号） 

道路占用許可申請書 ３部 

道 路 掘 削 届 ２部 

通行制限について ６部 

工 事 着 工 届 ２部 

工事完了届(写真添付) ２部 

３．国  道 

（ ７号） 

（４７号） 

道路占用許可申請書 ４部 

道 路 掘 削 届 ４部 

工 事 着 工 届 ２部 

工事完了届(写真添付) ２部 

４．港湾施設 港湾施設占用許可申請書 ２部 

工 事 着 工 届 ２部 

工事完了届(写真添付) ２部 

５．土地改良区 各土地改良区指定の様式 指定された部数 

６．法定外施設 法定外公共物占用許可申請書 ３部 

法定外公共物占用・工事変更許可申請書 ３部 

法定外公共物土木工事許可申請書 ３部 

通行規制について ５部 

工事完了届(写真添付) ２部 
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　様式第６号（第９条関係）

車　道・歩　道

上・下・縦・横

酒田市道路占用規則第９条の規定により掘削の届出をする。

( - - )

(

□ □

□ □

（その他必要な事項）

□ 片側通行（交互・一方）

□ 通 行 止（車両・全面）

　道路幅員

（許可条件） ( - - )

(

□ □

□ □

面積計

車　　　道 歩　　　道 そ　の　他

 長

復

旧

方

法

本
復
旧

仮
復
旧

㎡面積計 面積計㎡ ㎡

 巾 巾 長 巾

日～

掘
削
面
積

車　　　道 歩　　　道
 長

手　堀

請　負

（掘削の期間）

年

酒田市

字 番

機械堀

日まで(

（

（工事実施の方法）

年 月月

そ　の　他 コンクリート

（道路の復旧期限）

直　営

日

日間)

簡　　　　易

㊞

線

番

地先

）

町

ｍ

路 面 状 況掘 　　削 　　面　 　積

車　　　道 歩　　　道

計

長

巾

計㎡

巾巾

（掘削の場所） 路線名 市道

号 前)丁目

路　　線　　名 占　用　箇　所

道　路　掘　削　届

分　類
－ ）（

市道 線

道　路　管　理　者

酒田市長　　　　　　　　　殿

（掘削の目的）

（道路の復旧方法）

月

長

住　所

氏　名

号

号号　　　第 　　　第

長

年

　　　第

㎡

アスファルト

砂　　　　利

日

住　所

年 月

道　路　管　理　者

酒田市長

氏　名

様

年 月

路線名

印

市道

日付けで申請のあった道路の掘削については下記のとおり許可する。

（掘削の場所）

町

線

番 号 前)

地先

丁目

日間)月

番

（工事実施の方法）

直　営 請　負

年月

字

酒田市

日まで(

（掘削の期間）

年

（工事の期間）

日～年

そ　の　他

日から

年 月 日まで

月年

手　堀 機械堀

調査年月日

立会年月日

着手年月日

／

／

／

調査年月日

立会年月日

着手年月日／

／

計㎡

道　路　掘　削　許　可　書

／

月 日

月 日

年
－

下記のほか別紙条件書のとおり

道路工事現場における標示施

設等の設置基準及び建設工事
公衆災害防止対策要綱に拠る
こと

路面復旧の幅・厚さ等の確認

可能な写真を完成届けととも
に提出のこと
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第     号 

  年  月  日 

 

 

関 係 機 関 各 位 

 

 

道路管理者 

酒田市長  

 

 

市道の通行規制について（通知） 

 

 標記について、上水道給水管布設工事のため、下記の通行規制を実施しますので通

知します。 

 

 

記 

 

１．制限場所  酒田市          （市道          線） 

２．制限事項  車両通行止・片側交互通行・全面通行止 

３．制限期間  自      年   月   日 

        至      年   月   日 

     （時間規制 午前   時   分 ～ 午後   時   分まで） 

４．そ の 他  標記、その他必要な処置一切並びに、その確認徹底は責任者である 

        施工業者：           担当 

 

       （会社℡          携帯℡          ） 

        発 注 者：酒田市 

             担当      （℡       ） 

        が行う。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ 

酒田市 

℡ 
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   年   月   日 

 

道 路 管 理 者 

酒田市長         殿 

 

 

住 所  

氏  名    

                              

                                  担当者   

電 話  

 

 

着 工 届 

 

     年  月  日付け指令土第      号で許可（承認）された 

下記の工事について着工しますので届け出ます。 

 

 

記 

 

１．施工の目的 

 

２．施工の場所   酒田市   町   丁目   番   号  地先 

                  字      番 

 

３．着 工 日        年   月   日 

 

４．そ の 他 

 

 

 

※ 酒田警察署長の道路使用許可書及び道路使用許可条件書各写しを添付すること。 
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  年  月  日 

 

道 路 管 理 者 

酒田市長         殿 

 

住  所  

氏  名  

  

担当者   

電 話   

 

工 事 完 了 届 

 

 

     年  月  日付け指令土第      号で許可（承認）された 

下記の工事は完了したので届け出ます。 

 

記 

 

１．施工の目的 

 

 

２．施工の場所  酒田市     町   丁目   番   号  地先 

                   字     番 

 

 

３．施工の期間  着工      年  月  日 

         完了      年  月  日 

 

 

４．施工業社名   

舗装業社名   

 

 

※ 着工前・完成・作業状況の写真を添付すること 

(舗装工事は、路面復旧の厚さ及び幅等の確認可能な写真を添付すること) 

 

 

 

 

 

 



- 39 - 

完 成 写 真 

 

 

 

１ 工 事 名 

 

                                                              

 

 

 

２ 工 事 場 所 

 

                                                              

 

 

 

３ 請 負 者                                     
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山 形 県 知 事　　　　　　殿　　　

〒

担当者

ＴＥＬ

記載要領

第                 号

３　申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の氏
　名を記載するとともに、「担当者」の欄に所属・氏名を記載すること。

４　申請者（申請者が法人である場合は代表者。以下同じ。）が氏名の記載を自署で行う場合又は申請者の本人確
　認のため道路管理者が別に定める方法による場合においては、押印を省略することができる。

５　「場所」の欄には、地番まで記載すること。占用が２以上の地番にわたる場合には、起点と終点を記載すること。
　　「車道・歩道・その他」については、該当するものを○で囲むこと。

６　変更の許可申請にあっては、関係する欄の下部に変更後のものを記載し、上部に変更前のものを（　　）書きする
　こと。

　　　　　　　　　許可申請
　　道路占用　　　　　　　　　書
　　　　　　　　　協　　　議

１　「許可申請　　協議」　　「第３２条　　第３５条」　　「許可を申請　　協議」　については、該当するものを○で囲むこと。

２　「　新規　　更新　　変更　」については、該当するものを○で囲み、更新、変更の場合には、従前の許可書又は回
　答書の番号及び年月日を記載すること。

　　　　　年　　月　　日から

　　　　　　第３２条　　　　　　　　　　　　　許可を申請
道路法　　　　　　　　　　の規定により　　　　　　　　　　　　します。
　　　　　　第３５条　　　　　　　　　　　　　協　　　　議

名　　称

７　「添付書類」の欄には、道路占用の場所、物件の構造等を明らかにした図面その他必要な書類を添付した場合に、
　その書類名を記載すること。

変
更 　　　年　　　月　　　日

指令　　第　　　　　号

　　　　年　　　月　　　日

新
規

更
新

９９８－０８５４

数　　量規　　模

　　　　　年　　月　　日まで

　　　　　年　　月　　日から

年間
占用物件
の構造

原形復旧

日間工 事 の 期 間

備　　　　考

占 用 の 目 的 場 所

占 用 物 件

占 用 の 期 間

  上水道水供給のため

路線名

場　　所

車道  　・　  歩道　  ・　  その他

酒田市末広町１４番１４号住　所

氏　名 酒田市水道事業管理者

道 路 の 復 旧 方 法

占 用 の 目 的

　　　　　年　　月　　日まで

添付書類

工事実施
の方法

位置図､平面図､横断図､復旧構造図

㊞
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山　形　県　知　事　　　殿

2

3

4

5

6

7

年　　月　　日

　　　　　　　第               号

道 路 掘 削 届

　次のとおり道路を掘削したいのでお届けします。

担当者
   （ 電話   　　　　　　　　　　　　　 ）

住所
又は所在地

氏名又は
名称及び代表者氏名

酒田市末広町１４番１４号

酒田市水道事業管理者

1 道路掘削の場所

路線名

場　　所

道路掘削の目的     上水道給水管                    工事のため

道路掘削の期間

道路掘削の面積

道路の復旧方法

工事の実施方法

　　　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで　　　　　日間

（３）　交通規制図

（４）　現況写真

備考　　次の書類を添付すること。

（１）　位置図

（２）　平面図及び断面図

その他必要な事項

 
 



- 42 - 

第          号 

    年    月    日 

 

 

  山形県知事                    殿 

 

 

住  所   

氏  名   

                                                                        ○印  

 

通行制限について 

 

    下記のとおり申請いたします｡ 

 

記 

 

１.路 線 名  

２.制 限 箇 所  

３.制 限 理 由 
 工事の主管  

 

４.制 限 事 項  

５.制 限 期 間 
    年   月   日から 

規制時間 
    時    分から 

    年   月   日まで     時    分まで 

６.警 察 と の 協 議     年   月   日 協議済み 

７.標 識 設 置 ①工事中標識    箇所    ②迂回路標識    箇所 

８.危 険 防 止 処 置 

①バリケード  別添図面のとおり  ②車線減少標識    箇所 

③お願い標識    箇所   ④工事開始区間    箇所 

⑤最徐行標識    箇所 

９.制 限 区 間 状 況 

迂回路 

の有無 

路線名                     L=      m(位置図に記入) 

幅員 
車幅          m 

全幅          m 

路面状況 砂利道 

         舗装道 良･否 

交通関係 自動車交通量         台/12h バス通行回数     回/日 

10.工事施工業者及び   

工事現場責任者 

住  所 

電  話 

工事施工業者名 

工事現場責任者 

11.連 絡 の 有 無 本庁に緊急連絡をした場合     月    日                 宛 

12.そ の 他 担当者 
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第     号  

  年  月  日 

 

庄内総合支庁建設部長 殿 

（庄内総合支庁建設総務課扱い） 

 

 

 

申請者 住 所    

氏 名      

   ○印 

担 当   

（TEL         ） 

 

 

 

工 事 着 工 届 

 

 

  年  月  日付け指令   第  号で許可ありました道路工事について、

下記のとおり着工するのでお届けします。 

 

 

記  

 

 

１ 路線名         ： 

 

２ 工事場所        ： 

 

３ 工事内容        ： 

 

   ４ 工事の許可期限（期間） ：    年  月  日 

 

５ 着工年月日       ：    年  月  日 
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第     号  

年  月  日 

 

庄内総合支庁建設部長 殿 

（庄内総合支庁建設総務課扱い） 

 

 

 

申請者 住 所    

氏 名      

   ○印 

担 当   

（TEL         ） 

 

 

 

工 事 完 了 届 

 

 

  年  月  日付け指令    第  号で許可ありました道路工事につい

て、下記のとおり完了したのでお届けします。 

 

 

記  

 

 

１ 路線名      ： 

 

２ 工事場所     ： 

 

３ 工事内容     ： 

 

   ４ 着工年月日    ：    年  月  日 

 

５ 完了年月日    ：    年  月  日 
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新
規 

更
新 

変
更 

(                    ) 

  年   月     日 

第          号 

    年    月    日 

   東北地方整備局長  殿 

                                                          〒  - 

                                                       住 所                  

                                                       氏 名         

                                                                                     ○印  

                                                            担当者                 

                                                                    ℡                 

    道路法          の規定により             します。 

 

占用の目的  

占用の場所 

路線名 一般国道        号 
上り 

 下り 
車道 ･ 歩道 ･ その他 

場
所 

起点  山形県酒田市                  番地先 

終点  山形県酒田市                  番地先 

占 用 物 件 
名            称 規            模 数            量 

   

占用の期間 

年    月許可の日から 

                         年間 

年    月      日まで 

占 用 物 件 

の 構 造 
別添図面のとおり 

工事の期間 

年    月許可の日から 

                         日間 

年    月      日まで 

工 事 実 施 

の 方 法 

請負工事 

開削工事 

道  路  の 

復 旧 方 法 
別添図面のとおり 添付書類 占用物件位置図･平面図･横断図･現況写真 

備   考 

 

 記 載 要 領 

1.                   及び          については､該当するものを○で囲むこと｡ 

 

2.         については､該当するものを○で囲み､更新･変更の場合には､従前の許可書又は回答書の番号及

び年月日を記載すること｡ 

3. 申請者が法人である場合には､「住所」の欄には主たる事務所の所在地､「氏名」の欄には名称及び代表者の氏

名を記載するとともに､「担当者」の欄に所属･氏名を記載すること｡ 

4.「場所」の欄には､地番まで記載すること｡占用が２以上の地番にわたる場合には､起点と終点を記載すること｡ 

    「車道 ･ 歩道 ･ その他」については､該当するものを○で囲むこと｡ 

5. 変更の許可申請にあっては､関係する欄の下部に変更後のものを記載し､上部に変更前のものを( )書きする

こと｡ 

6. 「添付書類」の欄には､道路占用の場所､物件の構造等を明らかにした図面その他必要な書類を添付した場合に､

その書類名を記載すること｡ 

道路占用 書 
許可申請 

協    議 

第 32 条 

第 35 条 

許可を申請 

協      議 

「許可申請」 

「 協     議」 

第３２条 

 第３５条 

許可を申請 

 協         議 

変
更 

更
新 

新
規 
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道路占用工事着手届 

 

第          号 

    年    月    日 

 

    酒田河川国道事務所 

      酒田国道維持出張所長  殿 

 

住  所   

氏  名   

                              ○印  

(担当者)  

TEL   

 

 

  さきに許可（回答）のあった道路占用工事は下記のとおり着手するので届け出ます｡ 

 

 

記 

 

１．場    所    一般国道    号 

                起点  山形県酒田市               番地先 

                終点  山形県酒田市               番地先 

 

２．許可年月日         年    月    日 

    許可番号              第          号 

 

３．着手予定年月日       年    月    日 

 

４．工事施工者  名  称 

                 工事責任者 

                 TEL 
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道路占用工事完了届 

 

第          号 

    年    月    日 

 

    酒田河川国道事務所 

      酒田国道維持出張所長  殿 

 

住  所   

氏  名   

                             ○印  

(担当者)   

TEL    

 

 

  さきに許可（回答）のあった道路占用工事は下記のとおり完了するので届け出ます｡ 

 

 

記 

 

１．場    所    一般国道    号 

                起点  山形県酒田市                 番地先 

                終点  山形県酒田市                 番地先 

 

２．許可年月日          年    月    日 

    許可番号             第          号 

 

３．完了年月日          年    月    日 
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様式第７号                               第     号 

  年  月  日 

 

 山形県庄内総合支庁長  殿 

 

                       〒   － 

                住所又は所在地  

                氏名又は名称         

                及び代表者氏名            ㊞ 

                   担当部署  

                    ＴＥＬ  

                    ＦＡＸ  

 

港湾施設占用許可申請書 

 

 山形県港湾施設管理条例第１３条第１項の規定により、港湾施設を下記のとおり占

用したいので、許可くださるよう申請します。 

 

記  

 

 

１． 港湾名及び港湾施設名 

 

２． 占 用 場 所           

 

３． 占 用 目 的           

 

４． 占 用 面 積           

 

５． 占 用 期 間                年  月  日から 

                    年  月  日まで 

６． 工 作 物 の 種 類           

 

７． 工作物設置の工事期間      年  月  日から 

                    年  月  日まで 

８． 工事期間中の占用面積 

 

９． 添 付 書 類            位置図、平面図、求積図、構造図、その他 
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様式第 1 号(第 2 条関係) 

法定外公共物占用許可申請書 
新
規 

更
新 

  第       号 

年   月   日 

(申請年月日)  年  月  日 

酒田市長    あて 

住 所        

氏 名               

担 当 者        

電話番号        

次の内容により占用の許可を申請します。 
受 付

年 月 日 
年  月  日 

占用の目的  

占用の場所 
場
所 

町    丁目   番   号(          前) 

酒田市 

字         番 地先 

占 用 物 件 

名 称 規模(φ、H、W 等) 
数量(延長、本数

等) 
占用・掘削面積 

   

面積計 m2 

占用の期間 
年  月  日から 

年  月  日まで 
間 

占用物件

の 構 造 

 路
面
現
況 

As・簡易 

C・砂利 

工事の時期 
年  月  日から 

年  月  日まで 
間 

工事実施

の 方 法 

□直 営 □請 負(      ) 

□手 掘 □機械掘 

道 路 の

復 旧 方 法 

 

添付書類 

・位置図 

・平面図 

・断面図 

・その他 
摘

要 

道路幅員 m 
(復旧期限)  年  月  日 

備 考     第   号 

 

記載要領 

1 
新
規 

更
新 

については、該当するものを○で囲み、更新、変更の場合には、従前の許可書又は回答書

の番号及び年月日を記載すること。 

2 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の

氏名を記載するとともに、「担当者」の欄には所属・氏名を記載すること。 

3 「占用の場所」の欄には、地番までを記載すること。占用が 2 つ以上の地番にわたる場合には、起点と終点

を記載すること。 

4 変更の許可申請にあっては、関係する欄の下部に変更後のものを記載し、上部に変更前のものを(  )書き

にすること。 

5 「添付書類」の欄には、道路占用の場所、物件の構造等を明らかにした図面その他の必要な書類を提出した

場合に、その書類名を記載すること。 
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様式第 5 号(第 4 条関係) 

法定外公共物(占用・土木工事)変更許可申請

書 

            第       号 

年   月   日 

(申請年月日)    年  月  日 

酒田市長    あて 

住 所      

氏 名   

担 当 者      

電話番号      

次の内容により占用・土木工事の変更を申請します。 
受 付

年 月 日 
年  月  日 

占用の目的  

占用の場所 
場
所 

町    丁目   番   号(          前) 

酒田市 

字         番 地先 

占 用 物 件 

名 称 規模(φ、H、W 等) 
数量(延長、本数

等) 
占用・掘削面積 

   

面積計 m2 

占用の期間 
年  月  日から 

年  月  日まで 
間 

占用物件

の 構 造 

 路
面
現
況 

As・簡易 

C・砂利 

工事の時期 
年  月  日から 

年  月  日まで 
間 

工事実施

の 方 法 

□直 営 □請負(       ) 

□手掘 □機械掘 

道 路 の

復 旧 方 法 

 

添付書類 

・位置図 

・平面図 

・断面図 

・その他 
摘

要 

道路幅員 m 
(復旧期限)  年  月  日 

備 考       第  号 

 

記載要領 

1 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の

氏名を記載するとともに、「担当者」の欄には所属・氏名を記載すること。 

2 「占用の場所」の欄には、地番までを記載すること。占用が 2 つ以上の地番にわたる場合には、起点と終点

を記載すること。 

3 変更の許可申請にあっては、関係する欄の下部に変更後のものを記載し、上部に変更前のものを(  )書き

にすること。 

4 「添付書類」の欄には、道路占用の場所、物件の構造等を明らかにした図面その他の必要な書類を提出した

場合に、その書類名を記載すること。 
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様式第 2 号(第 2 条関係) 

 

  年  月  日 

 

酒田市長    あて 

 

申請者 

住 所 

氏 名            

(電話番号      ) 

連絡先 

 

法定外公共物土木工事許可申請書 

 

次により公共用財産に関する工事を施行したいので、関係書類を添えて申請します。なお、条件

の履行に関しては、私の責任と負担において行います。 

 

1 財産の表示 

財 産 の 所 在 
種 目 地積又は延長 摘 要 

 町 名 字・丁目 地 番 

酒田市 
      

計   

 

2 工事内容 

 

3 工事を施行する理由 

 

4 着工予定年月日 

完成予定年月日 

 

5 添付書類 

(1) 位置図 (2) 公図の写し等 (3) 平面図 (4) 縦断面図 (5) 横断面図 

(6) 構造図 (7) 設計書 (8) 利害関係者の同意書 
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第     号 

  年  月  日 

 

 

関 係 機 関 各 位 

 

 

道路管理者 

酒田市長  

 

 

法定外の通行規制について（通知） 

 

 標記について、上水道給水管布設工事のため、下記の通行規制を実施しますので通

知します。 

 

 

記 

 

１．制限場所  酒田市          

２．制限事項  車両通行止・片側交互通行・全面通行止 

３．制限期間  自      年   月   日 

        至      年   月   日 

     （時間規制 午前   時   分 ～ 午後   時   分まで） 

４．そ の 他  標記、その他必要な処置一切並びに、その確認徹底は責任者である 

        施工業者：           担当 

 

       （会社℡          携帯℡          ） 

        発 注 者：酒田市 

             担当      （℡       ） 

        が行う。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

問合せ 

酒田市 

℡ 
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年    月    日 

 

 

  酒田市長                   殿 

 

 

住  所   

氏  名   

                              

担当者   

                                                 （ 電話         ） 

 

工  事  完  了  届 

 

        年    月    日  指令土第          号（酒土収第          号）で承認 

のあった道路工事{施工承認（２４条）･占用許可（３２条）}は､下記のとおり完了した 

のでお届けします｡ 

 

記 

 

路 線 名 :   法  定  外 

 

工事場所 :   

 

工事内容 :   

 

着工年月日 :        年    月    日 

 

完了年月日 :        年    月    日 

 

※ 着工前･工事中（掘削･埋戻･転圧･舗装）及び完成の写真を添付すること｡ 

 

※ 指定事業者名 :                              【電話】 

 

※ 舗装業者名 :                              【電話】  
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前
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  給水装置材料の認証 

 

 

 

 

　この給水装置用材料の認証図は、一般的な例に基づいて作成したものである。

・サドル付分水栓

・サドル付分水栓シ

　モク

・止水栓

・フレキシブル継手

　　　　　・・・等

・不凍栓

・不凍給水栓

・不凍水抜栓

・不凍バルブ

・温水機器用

　自動温度安全弁

・配水用ポリエチレ

　ン管継手

　　　　　・・・等

・給水栓

・減圧弁

・貯湯式電気温水器

・水道メーター

・硬質塩化ビニル管

・ポリブデン管

・架橋ポリエチレン

　管

・ポリエチレン二層

　管

　　　　　・・・等

・サドル付分水栓

・逆流防止弁

・メーター

・直結加圧型ポンプ

　ユニット

・減圧式逆流防止器

・浄水器

・ダクタイル鋳鉄管

・ステンレス鋼管

・鋼管

・硬質塩化ビニルラ

　イニング鋼管

・配水用ポリエチレ

　ン管

　　　　　・・・等

・規格品以外

・給水栓

・逆止弁

・止水栓

・浄水器

・輸入品

・・・等の日本の規

格に基づいて製造さ

れていないもの

給水管及び給水用具

第三者認証
自己認証

第三者認証
第三者認証 第三者認証

自己認証

第三者認証

水道事業者規格 団体規格品 ＪＩＳ規格品 ＪＷＷＡ規格品 左記の規格品以外

水道事業体が配水管

の分岐からメーター

までの材料について

定めた規格

製造業者等の団体が

定めた規格
　日本工業規格

日本水道協会が定め

た規格

規格品以外

（給水用具が大部

分）

認証マークの表示品

等

認証マークの表示品

等

適合証明書

又は認証マークの表

示品等

適合証明書

又は認証マークの表

示品等

ＪＩＳマークの表示

品

別表第１０ 
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    第三者認証機関のマーク 

 

 

 

別表第１１ 
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別表第１２  

メーター以降の給水管の種類及び特徴 

 

管  種 長  所 短  所 

水道用ダクタイル鋳鉄管 

（ＤＩＰ） 

（ＪＷＷＡ Ｇ 112） 

（ＪＷＷＡ Ｇ 1049） 

 

・強度が大で耐久性がある。 

・強靭性に富み衝撃に強い。 

・穿孔に適している。 

・継手の種類が豊富。 

・重量が大である。 

・損傷を受けると腐食しやすい。 

・電食を受けやすい。 

配水用ポリエチレン管 

（ＨＰＰＥ） 

（ＪＷＷＡ Ｋ 114） 

・耐食性に優れている。 

・重量が軽く施工性が良い。 

・融着継手により一体化ができ、管

体に柔軟性があるため、地盤の変

動に追随できる。 

・内面粗度が変化しない。 

 

・熱、紫外線に弱い。 

・有機溶剤に侵される恐れがある。 

・融着継手は、特殊な工具を必要と

し、雨天時や湧水地盤での施工が

困難である。 

水道用ゴム輪形硬質塩化ビ

ニル管 

（ＲＲＶＰ） 

（ＪＷＷＡ Ｋ 129） 

・耐食・耐電食性に優れている。 

・軽量で施工性が良い。 

・加工性が良い。 

・スケールの発生が少ない。 

・ゴム輪型接合継手は伸縮可撓性

があり、地盤の変動に追随できる。 

・衝撃に弱く破損しやすい。 

・凍結及び熱に弱い。 

・紫外線に弱い。 

・有機溶剤による浸透に注意する

必要がある。 

・温度に対する膨張率が大きく温

度変化に激しい場所に布設する場

合は、伸縮継手等が必要である。 

 

水道用ゴム輪形耐衝撃性硬

質塩化ビニル管 

（ＲＲＨＩＶＰ） 

（ＪＷＷＡ Ｋ 129） 

水道用硬質塩化ビニル管 

（ＶＰ） 

（ＪＩＳ Ｋ 6742） 

 

・耐食・耐電食性に優れている。 

・軽量で施工性が良い。 

・施工性が良い。 

・スケールの発生が少ない 

 

・衝撃に弱く破損しやすい。 

・凍結及び熱に弱い。 

・紫外線に弱い。 

・有機溶剤による浸透に注意する

必要がある。 

 

水道用耐衝撃性硬質塩化ビ

ニル管 

（ＨＩＶＰ） 

（ＪＩＳ Ｋ 6742） 

水道用ステンレス鋼管 

（ＳＳＰ） 

（ＪＷＷＡ Ｇ 115） 

 

・強度が大で耐久性がある。 

・軽量で施工性が良い。 

・耐食性に優れている。 

・異管金属との絶縁処理を必要と

する。 

・傷を付けないよう、取扱いに注意

する必要がある。 

・電気解氷器使用注意。（過熱によ

る火災） 

水道用波状ステンレス鋼管 

（ＣＳＳＴ） 

（ＪＷＷＡ Ｇ 119） 

 

 

・強度が大で耐久性がある。 

・軽量で施工性が良い。 

・耐食性に優れている。 

・耐震・施工性に優れている。 
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管  種 長  所 短  所 

水道用ポリエチレン二層管 

（ＰＰ） 

（ＪＩＳ Ｋ 6762） 

・可撓・耐衝撃・耐寒性に富む。 

・耐食・耐電食性に優れている。 

・軽量で柔軟性に富み施工・加工性

が良い。 

・可燃性で熱に弱い。 

・有機溶剤、ガソリン等による浸透

に注意する必要がある。 

・傷が付きやすいため、取扱いに注

意する必要がある。 

 

水道用耐熱性硬質塩化ビニ

ルライニング管 

（ＳＧＰ－ＨＶＡ） 

（ＪＷＷＡ Ｋ 140） 

・強度が大で耐久性がある。 

・耐食・耐熱性に優れている。 

・サビ、スケールの発生が少ない。 

・立ち上がりや、屋内配管に適す

る。 

・電気解氷器使用可能。 

 

・ライニング部が剥離しやすい。 

・電食を受けやすい。 

・施工性が悪い。 

水道用硬質塩化ビニルライ

ニング鋼管 

（ＳＧＰ－ＶＡ・ＶＢ 

（ＳＧＰ－ＶＤ） 

（ＪＷＷＡ Ｋ 116） 

・強度が大で耐久性がある。 

・抗張力硬度が大きく外傷に強い。 

・スケールの発生が少ない。 

・電気解氷器使用可能。 

水道用ポリエチレン粉体ラ

イニング鋼管 

（ＳＧＰ－ＰＡ・ＰＢ 

（ＳＧＰ－ＰＤ） 

（ＪＷＷＡ Ｋ 116） 

 

参考配管例 

・ＳＧＰ－ＶＡ・ＰＡ  屋内配管 

・ＳＧＰ－ＶＢ・ＰＢ  屋内配管及び屋外露出配管 

・ＳＧＰ－ＶＤ・ＰＤ  地中埋設配管及び屋外露出配管 

水道用銅管 

（ＣＰ） 

（ＪＷＷＡ Ｋ Ｈ101） 

 

 

・耐食性に優れている。 

・軽量で施工性が良い。 

・スケールの発生がない。 

・給湯配管等に適する。 

・外傷を受けやすい。 

・電食を受けやすい。 

・電気解氷器使用注意。（過熱によ

る火災） 

水道用ポリブデン管 

（ＰＢＰ） 

（ＪＩＳ Ｋ 6792） 

 

・耐食・耐熱性・耐電食性に優れて

いる。 

・軽量で柔軟性に富み軽量で施工

性が良い。 

・スケールの発生が少ない。 

・さや管ヘッダー方式の給水管、給

湯管に使われる。 

・熱による膨張破壊の恐れがあり、

配管に注意する必要がある。 

・紫外線に弱い。 

・有機溶剤による浸透に注意する

必要がある。 水道用架橋ポリエチレン管 

（ＸＰＥＰ） 

（ＪＩＳ Ｋ 6787） 
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  給水管HPPEの場合は図E参照

  給水管HPPEの場合は図E参照

  給水管HPPEの場合は図E参照

      図  Ｃ              図  Ｄ 図 E

７５

１００配   水   用
ポリエチレン管

HPPE

１５０

鋳   鉄   管
CIP･DIP･DIP(E)

塩化ビニル管
VP

１５０

７５

１００

１５０～

７５

１００

５０

分  岐  の  工  法

７５ １００
給水管(㎜)  

 配水管(㎜)

メカニカルフランジ

短管

不断水用割Ｔ字管
(ヘッドバルブ付)

DIPφ50 50×40

ＰＰφ40

切管

メカニカル継手三受Ｔ字管

VP VP

PP

VP VP

DIP

不断水用割Ｔ字管 （ソフトシール弁付)

不断水用割Ｔ字管 （ソフトシール弁付)

DIP

DIP

特押

特押

サドル付分水栓

PP

ＶＳジョイント
(内面粉体)

DIPφ50

離脱防止

ＰＰφ30､φ40

金属継手
ＩＳＯ(青色)×ＪＩＳ

ＨＰＰＥ

ＨＰＰＥφ50

メカニカルチーズ

ＨＰＰＥφ50

サドル付分水栓

PP

不断水用割Ｔ字管 （ソフトシール弁付)

DIP特押

不断水用割Ｔ字管

（ソフトシール弁付)

ＨＰＰＥ

φ７５

φ１００

DIP ・VP・HPPE
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別表第９　

検　　査　　の　　内　　容

１．  止水栓オフセット ・正確に測定されていること。

・水道メーターは、逆付け、片寄りがなく、水平に取付けられているこ
と。

・検針、取替に支障がないこと。

・止水栓の操作に支障のないこと。

・止水栓は、逆付け及び傾きがないこと。

３．管　 延　長 ・竣工図面と整合すること。

４．きょう・ます類 ・傾き及び段差のないこと。

５．止　 水　栓 ・スピンドルの位置がボックスの中心にあること。

・延長、給水用具等の位置が竣工図面と整合すること。

・配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されてい
ないこと。

・配管の口径、経路、構造等が適切であること。

・汚染、破壊、侵食、凍結等を防止するための適切な措置がなされてい
ること。

・逆流防止のための給水用具の設置、吐水口空間の確保等がなされてい
ること。

・クロスコネクションがなされていないこと。

２．架橋ポリエチレン管 ・保温､防食､支持､勾配が適正になされていること。

３．接　　合 ・適切な接合が行われていること。

４．管　　種 ・性能基準適合品の使用を確認すること。

１．給水用具 ・性能基準適合品の使用を確認すること。

２．接　　続 ・適切な接合が行われていること。

受水槽 １．吐水空間の測定 ・吐水口と越流面等との位置関係の確認を行うこと。

１．  増圧給水設備 ・(社)日本水道協会の品質認証品であること。(番号－JWWA B 130)

・接続管が適合品であること。

・逆流防止装置の設置状況。

・防寒、防食対策の施工状況。

・排水管の布設状況（吐水口空間の確保）

・仕切弁の設置状況

・ポンプの稼動状況

・自動停止圧（0.07ＭPａ）、復旧圧（0.01ＭPａ）の設定状況

・警報装置の有無の確認をすること。

２．配管状況 ・立ち上がり管が竣工図面と整合すること。

３．吸気弁設置状況 ・性能基準適合品の使用を確認すること。

４．減圧弁設置状況 ・性能基準適合品の使用を確認すること。

５．給水栓の状況 ・吐水量及び動作が設置基準に適合していること。

６．非常用水栓の状況 ・設置基準に適合していること。

・通水した後、各給水用具からそれぞれ放流し、メーター経由の確認及
び給水用具の吐水量、動作状態などについて確認すること。

・一定の水圧による耐圧試験で、漏水及び抜けなどのないことを確認す
ること。

・残留塩素、ＰＨ、色、濁り、味、臭いの確認を行うこと。

竣工検査実施項目

検 査 種 別 及 び 検 査 項 目

２．水道メーター・メー

ター用止水栓屋外の
検　査

水　質　の　確　認

耐　　圧　　試　　験

機　　能　　検　　査

１．配　　管

配　管

給　水
用　具

増　圧
給　水
設　備

別表第１４ 
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別図第２ 

ロケーティングワイヤー施工標準図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図第３ 

給水管表示びょう設置施工標準図 

 

 

 

 

 

 

 

 

ビニルテープ等で止める 

ボックス内に 

20 ㎝位入れる 

40 ㎝位丸める 

 

ロケーティングワイヤー 

給水管表示びょう（キャッツアイ） 

分岐箇所から直角方向の側溝の淵に設置 
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別図第４－１ 

直結式給水メーター設置標準図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 住宅 

 倉庫 

  作業所 

車庫 

M 

 住宅 

（１）単独メーターの給水装置 

ア. 住宅で使用する場合 

イ. 複数の目的で使用する場合 

   （倉庫、車庫、住宅、駐車場等） 

（２）各戸メーターが必要な給水装置 

ア. 建物が機能的に独立した数戸の

住宅又は、店舗、事務所等に分割さ

れているもので、各戸メーターを

官民境界線付近に設置するもの。 

各メーターますの蓋の裏に各室

の記号を明記すること。 

店舗 住居 住居 

M M M 

 

M 
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住宅 住宅 

住宅 

M 

住宅 
M M 

M 

イ. 建物が機能的に独立した数戸の住

宅又は、店舗、事務所等に分割されて

いるもので、各戸メーターを各部屋の

前に設置するもの。 

各メーターますの蓋の裏に各室 

 の記号を明記すること。 

ウ. 民地内に数戸の独立した建物（１戸

建の貸家等） 

 

（３）私設消火栓のメーター 

  工場等に私設消火栓を設置する場

合は、酒田地区広域行政組合消防本部

及び管理者が認め、官民境界線から民

地内３ｍ以内の設置に限りメーター

は不要とする。 

M 

M 

M 

M 

住居 

住居 

住居 

住居 

H 

M 

工  場 

3.0ｍ以内 
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別図第２－３

直結・受水槽併用式給水メーター設置標準図

直圧式と増圧式
１０F

９F

８F

７F

６F

住宅 ５F

事務所 ４F

事務所 ３F

事務所 ２F

店舗 １F

増圧式と受水槽式
１０F

９F

８F

７F

６F

５F

４F

住宅 ３F

適用除外 ２F

施設 １F

直圧式と増圧式と受水槽式
１０F

９F

住宅 ８F

７F

適用除外 ６F

施設 ５F

事務所 ４F

事務所 ３F

事務所 ２F

店舗 １F

B P

A

M

A

B P

M
水
槽 P

A

B P

M

水
槽 P

集

M

集

M

集

配水管

配水管

配水管

M

M

M

ＮＸ m

Ｘ

ＮＸ m

ＮＸ m

ＮＸ m

ＮＸ m

ＮＸ m

ＮＸ m

Ｘ

Ｘ

Ｘ

Ｘ

Ｘ
Ｘ

Ｘ

Ｘ

Ｘ
Ｘ

Ｘ

Ｘ

MＸ

Ｘ

Ｘ

Ｘ

Ｘ

MＸ

Ｘ

Ｘ

Ｘ

Ｘ

ＮＸ m

ＮＸ

ＮＸ m

ＮＸ m

ＮＸ m

ＮＸ m

ＮＸ m

ＮＸ m

ＮＸ m

ＮＸ m

m

別図第４－３ 
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別図第５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法 

口径㎜ 

Ａ Ｂ Ｃ 

４０～５０ １９５ ２４０ １１０ 

Ａ 

Ａ 

B

 

B1

 

B2

 

Ａ 

寸法 

口径㎜ 

Ａ Ｂ 

１３～２５ １５０ ４００ 

～６００ 

３０～４０ ２００ ４００ 

～１，２００ 

 

寸

法 

口径㎜ 

Ａ Ｂ Ｂ１ Ｂ２ Ｃ 

５０ 

～２５０ 

220 400 320 150 600～ 

1,200 

 

止水栓きょう 

仕切弁きょう（下記寸法に近いこと） 

ハットきょう 

ボール式止水栓第二次以降に使用 

φ５０ 

ソフト 

※ ５０㎜以上の場合は、ソフトシール仕切

弁の表示プレートを蓋に取り付けるこ

と。 

Ｂ 

Ｃ

 

きょうの種類 

B

 

Ｃ

 

※ Ｃは埋設深度に合わせて選定すること。 
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弁筐の設置方法 

 

１）仕切弁 口径φ300mm 以下の場合（ソフトシール仕切弁の場合） 

(ア)仕切弁筐 

・ダクタイル鋳鉄、内ネジ式、上部・下部・座台で構成 

・埋設深度、仕切弁口径にあわせ、3 タイプ（H600 用、H800～1200 用、H1200 用）を使い分

けて設置すること。 

・最低限、上部と下部のネジ込み三山（10 ㎝程度）及び将来的な嵩上げ高（5 ㎝）をあわせ

た 15 ㎝分のネジ山を確保すること。 

(イ)バルブ底板 

  ・口径φ50mm 以上の場合 

Ｕ形側溝用ふた１種３００ ＪＩＳ Ａ ５３２７ 附５ 

幅４００mm×厚さ６０mm×長さ６００mm 

 

 

仕切弁筐設置標準図 

          （埋設深 H=800 ㎜、仕切弁 口径φ75 ㎜の場合） 
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別図第６

メーターますの型式

(1)　耐寒用プラスチック製とする。

(2)　本体は二重構造の保温材が充填されているもので泥除板が取付けられて

いるもの。

(3)　蓋

ア　材質ＦＲＰ製       又は　蓋枠FCD製

イ　構造は落とし蓋

ウ　色は青色           及び　FCD製は黒色

エ　市章のあるもの（カラー） 及び　FCD製は黒色

オ　感知板（金属）が取付けられていること

①　メーター口径１３mm～４０mm

口径
寸法

50

 Ｄ１

Ｈ

 Ｈ１

 Ｈ２

150

320

250

Ｃ

 Ｃ１

Ｄ 270

240

270

ますの種類

 Ｂ１

13㎜～40㎜

480

Ａ

 Ａ１

Ｂ

455

423

430

及び　FCD製は感知版不要

Ｃ
Ｃ 1
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② メーター口径 50 ㎜以上 

   （メーター口径 50 ㎜以上のますについては酒田市長と協議すること。） 
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別図第７ 
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別図第８ 

止水装置周りの配管 

（１） 止水装置周り（20 ㎜～40 ㎜） 

  ア．（20 ㎜） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ．（25 ㎜） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

M 

メーターます 

止水栓きょう 
HIVP 又は 

可とう管 

PP 用メーターソケット 

VP 用ユニオン（ガイド付） 

メーター用伸縮ユニオン 

ボール式止水栓（甲） 

PP 

逆止弁 

HIVP 又は 

可とう管 

PP 

φ25 の場合 

PP 用ベンドの使用も可能 

宅地内 

M 

メーターます 逆防付ボール式止水

栓 

HIVP 又はＰＰ PP 

PP 用メーターソケッ

ト 

VP 用ユニオン（ガイド付） 

又はＰＰ用 22 度半ベンド 
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  ウ．（30 ㎜・40 ㎜） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

M 

メーターます 

仕切弁きょう 

HIVP 又は 

可とう管 

PP 用メーターソケット・ 

鋼管用ソケット 

VP 用ユニオン（ガイド付） 

メーター用伸縮ユニオン 

ボール式止水栓（甲） 

PP 

逆止弁 

HIVP 又は 

可とう管 

PP 

止水栓は公道上と 

同一深さで設置する。 

宅地内 
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（２）仕切弁周り（50 ㎜） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）仕切弁周り（75 ㎜以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SGP－VB 

(コア内蔵継手使用) 

PP 
M 

ソフトシール弁 

上水用フランジ 
上水用フランジ 

短管１号離脱防止付

又は 2 号（GF 型） 
短管２号（RF 型） 

DIP 
M 

ソフトシール弁 

短管１号離脱防止付（GF 型） 

M 

ソフトシール弁 

短管２号（RF 型） 

短管１号離脱防止付（GF 型） 

メカニカルフランジ短管 

ＨＰＰＥ 

M 

ＨＰＰＥ 

ＥＦソケット 

メカニカルソケット 
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メーターますの寸法  別図第６ 
周 り 

官民境界線 

官民境界線 

別図第１０ 

又はＰＰ 

別図第９ 
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逆防付ボール止水栓（伸縮ユニオン付） 

Ｍ 

ます底部 480 ㎜ 

開口部 455 ㎜ 

メーターます 

ＰＰ用 22 度半ベンド 

ＰＰ 
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別図第 12 

架橋ポリエチレン管施工標準図 

１．ヘッダー方式 

 （１）床吊り支持式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）床上支持式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点検口 

管にたるみができないような間隔 

吊り金具 

1/100 

GL 

φ20 ㎜以上 

さや管 

ヘッダー 

厚さ 10 ㎜以上で保温 

ヘッダーボックス内保温材充填 

又は凍結防止ヒーター巻 

架橋ポリエチレン管φ13 以上 

厚さ 10 ㎜以上で保温 

以上 

点検口 

支持金具 

GL 

φ20 ㎜以上 

さや管 

ヘッダー 

厚さ 10 ㎜以上で保温 

ヘッダーボックス内保温材充填 

又は凍結防止ヒーター巻 

架橋ポリエチレン管φ13 以上 

厚さ 10 ㎜以上で保温 

管にたるみができないような間隔 

1/100 以上 

別図第１１ 
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 （３）床下埋設式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （４）天井吊り式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点検口 

GL 

φ20 ㎜以上 

さや管 

1/100 以上 

ヘッダー 

厚さ 10 ㎜以上で保温 

厚さ 10 ㎜以上で保温 

架橋ポリエチレン管φ13 以上 

厚さ 10 ㎜以上で保温 
自動空気弁 

自動空気弁は２階に設置しても良い 

点検口 

GL 

φ20 ㎜以上 

さや管 

ヘッダー 

厚さ 10 ㎜以上で保温 

ヘッダーボックス内保温材充填 

又は凍結防止ヒーター巻 

架橋ポリエチレン管φ13 以上 

厚さ 10 ㎜以上で保温 

1/100 以上 
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２．屋外分岐方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL 

厚さ 10 ㎜以上で保温 

架橋ポリエチレン管φ13 以上 

防食テープ等を巻く 

屋外管φ20 以上 

さや管 
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別図第１２ 

異 種 管 と の 接 続 例  

 

 

（１） ＰＰとＣＰ         （２）ＰＰとＳＧＰ－ＶＢ 

 

 ＰＰ    ＣＰ         ＰＰ   ＳＧＰ－ＶＢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ＰＰとＶＰ         （４）ＶＰとＳＧＰ－ＶＢ 

 

ＰＰ    ＶＰ         ＶＰ    ＳＧＰ－ＶＢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉛銅用ソケット 

又はネオ SK ジョイント 

ＰＰ用おすねじ付ソケット 

又はめすねじ付ソケット 

ＰＰ×ＶＰユニオン 

（エラスジョイント） 

鋼管用ユニオン・シモク 

ＴＳソケット 

鋼管用ソケット（コア内蔵） 

又は 

めすおすソケット（コア内蔵） 

ＴＳソケット 鋼管用ソケット（コア内蔵） 
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給水装置工事に伴う各種届出書類 

 

 

様式第１号  給水装置工事申込書 

 

様式第２号  給水装置工事設計（変更）審査申請書 

 

様式第３号  給水装置所有者変更届 

 

様式第４号  分岐使用承諾書 

 

様式第５号  土地使用承諾書 

 

様式第６号  給水装置工事水理計算書 

 

様式第７号  穿孔( 分岐･増口径･分水止 )工事届 

 

様式第８号  給水装置工事主任技術者変更届 

 

様式第９号  給水装置工事延期届 

 

様式第 10 号  給水装置工事取消届 

 

様式第 11 号     機能水器具設置条件承諾書 

 

様式第 12 号  私設メーター設置条件承諾書 

 

様式第 13 号  工事竣工届・竣工検査表 

 

様式第 14 号  給水装置工事竣工図 
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あて

転用住所 ）

（　

給 水 装 置 工 事 申 込 書　

令和 年 月 日

（ 宛 先 ） 酒田市長

給 水 装 置 番 号

（ 水 栓 番 号 ）記

　給水装置工事の施行承認を受けたいので、酒田市水道事業給水条例等を契
約の内容とすることに合意し、下記のとおり申込みます。

住 所 ・ 氏 名 又 は 名 称 及 び 代 表 者 主任技術者交付 番号 （ ）

給 水 装 置 場 所

※本人自署欄
住 所 ふ り がな

申 込 者

（ 委任・ 所有者）

氏 名

電話番号

氏 名

指定工事事業者

（ 受 任 者 ）

電話番号 （　　　　　　）　
 　水道法施行令第６条に定める給水装置の構造及び

材質の基準に適合した材料を使用します。

工 事 の 種 類
□ 新設 □ 改造 □

□ その他 分岐 仮設 その他

修繕 □ 撤去 （装置転用　　 有　・　無

申込者（ 委任者） は ，上記指定工事事業者（ 受任者） に対し ，給水装置工事に係る次の権限を委任 し ま す。

委 任 内 容
１．給水装置工事の申込み，変更，取り止め及び竣工検査における一切の事務処理等に関すること。
２．給水装置工事の申込みに係る加入金，各種手数料に関すること。
３．給水装置工事竣工後に作成する給水装置工事記録の保存に関すること。

備 考

課長 補佐 主査 係長 調整主任 主任 係
様式第１号
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（表） 

 

様式第２号

（単位：円）

号

　下記のとおり設計（変更）審査
を申請します。

指 定 工 事 事 業 者
氏 名 ・ 名 称

主 任 技 術 者
氏 名 ・ 交 付 番 号

工 事 の 種 類

□ 新 設 □ 改 造

□ 撤 去 （ 転 用 先 ： 有 ・ 無 ）

（宛先）
酒田市長 あて

審 査 ・ 受 付

申請書受付日 受付

月　　　　　日

給水装置工事設計（変更）審査申請書 収 受 番 号 令和 年度 第

水 栓 数

（新設） （既設）

□ そ の 他

□ 修 繕
連 合 幹 線

総代人

戸共有

給 水 装 置 番 号
（ 水 栓 番 号 ）

（ 分 岐 ・ 仮 設 ・ そ の 他 ）
栓 栓

給 水 装 置 場 所

使 用 資 材 及 び 員 数 申 し 込 み に 伴 う 納 入 金

種別
認証・形式 形状・寸法 数量

種 別 設 計 金 額 精 算 金 額

名称
工 事 施 行調 査料

給 水 装 置所 有者

住 所 サドル分水栓

分水栓ベンド
消 費 税

インサートコア

小 計
止水栓筺

ふりがな ボール式止水栓

設 計 審 査手 数料
メーターユニオン

氏 名 逆止弁付止水栓

ＨＩＶＰ

メーター筺
工 事 検 査手 数料

ＸＰＥＰ

所 有 者 変 更

・ 相 続 ・ 譲 渡 ・ 売 買 ・ そ の 他

旧 所 有 者 ＰＰ（二層管）
消 費 税

そ の 他 手 数 料

工 事 着 工 工 事 承 認 の 日 か ら
中 高 層

・直圧

・増圧 （　　　　）階
過 不 足

受 水 槽
・１０㎥超

工 事 竣 工 平成 年 月 日

合 計

設 計 金 額 精 算 金 額

同 意 書
・分岐引用

加 入 金
・土地（家屋）使用

・１０㎥以下

そ の 他

消 費 税

メ ー タ ー 口 径

ｍｍ 排 水 設 備 申 請 有 ・ 無

・口径 ｍｍ 所有者代理人選定届

国道・県道・港湾・市道・町道・私道

水 理 計 算 書 有 ・ 無

給 水 管

・管種 所 有 権 保 留 申 請 書 有 ・ 無 中 間 検 査 ① 中 間 検 査 ② 竣 工 検 査

・口径

摘要
道路掘削　　有　　・　　無

過 不 足

ｍｍ
増 ・ 減

⇒ ｍｍ

配 水 管

・管種 自己メーター承認書 有 ・ 無

自 治 体 使 用 欄

止水栓位置図 申請場所（住宅地図）

技術
管理者

　　　年　　　月　　　日　　仮　・　本　（口径φ　　　　）メーター出庫

　　　年　　　月　　　日　　仮　・　本　（口径φ　　　　）メーター出庫

課長 主任 係
領収印承認印

納入金額合計

有 ・ 無

合 計

連 結 ス プ リ ンク ラ ー 有 ・ 無

補佐 主査 係長
調整
主任
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（裏） 

 
 

※工事の標準表示

色 別 等 赤色実線 赤色破線 黒色実線

区 分
給水管 配水管 水道以外

新設 既設 新・既共通 青色または緑色で給水栓位
置のみ記入
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様式第４号 

 

 

 

分岐使用承諾書  

 

 

 

私（甲）所有の下記給水装置から、使用者（乙）が分岐使用することを 

承諾します。 

この承諾書の関し生じた問題は、甲、乙間で協議のうえ解決します。 

 

 

記  

 

 

 

承 諾 年 月 日 

 

 

       年       月       日 

 

 

給 水 装 置 場 所 

 

 

 

 

 

給 水 装 置   

 

 

所 有 者 ( 甲 ) 

 

住 所 

 

 

 

 

氏 名 

 

 ℡ 

 

 

分 岐   

 

 

使 用 者 ( 乙 ) 

 

住 所 

 

 

 

 

氏 名 

 

 ℡ 

 

 

＊ 上記承諾の証として２通作成し、甲、乙それぞれ１通を保管する。 

＊ 承諾書の写しを酒田市長に提出してください。 

 

 

（指定給水装置工事事業者                            ） 
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様式第５号 

 

 

 

土地使用承諾書  

 

 

 

私（甲）所有の下記土地を、使用者（乙）が給水装置設置のために使用 

することを承諾します。 

この承諾書の関し生じた問題は、甲、乙間で協議のうえ解決します。 

 

 

記  

 

 

 

承 諾 年 月 日 

 

 

     年      月      日 

 

 

土 地 の 所 在 

 

 

 

 

 

土 地 

 

 

所 有者 (甲 ) 

 

住  所 

 

 

 

 

氏  名 

 

 ℡ 

 

 

土 地 

 

 

使 用者 (乙 ) 

 

住  所 

 

 

 

 

氏  名 

 

 ℡ 

 

 

＊ 上記承諾の証として２通作成し、甲、乙それぞれ１通を保管する。 

＊ 承諾書の写しを酒田市長に提出してください。 

 

 

（指定給水装置工事事業者                           ） 
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表

第
６
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様式第７号 

 

穿孔 (分岐･増口径･分水止 )工事届  

 

年   月   日 

 

酒田市長 あて 

 

指定給水装置工事事業者 住 所 

氏 名                  

TEL 

 

下記給水装置工事の穿孔（分岐・増口径・分水止）工事を施工しますので 

届け出ます。 

 

届 出 年 月 日 年      月      日 

受 付 番 号 第          号 

給 水 装 置 場 所 
   

 

給 水 装 置 所 有 者  

工 事 実 施 年 月 日 年   月   日 立会予定時刻   時   分 

担 当 主 任 技 術 者 
 

 

穿 孔 作 業 者 
 

 

資 格 名  
登 録 

番 号 
 

施

工

計

画 

管 種 ・ 口 径  配水管 DIP（粉体 他） CIP VP PP HPPE φ    ㎜ 

排 水 対 策  （水替工） 

土 留 め 対 策  （土留工） 

備

考 

 

 

 

＊この届は、工事実施月日決定後、提出してください。 
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様式第８号 

 

給水装置工事主任技術者変更届 

 

  年  月  日 

 

酒田市長 あて 

  

   給水装置工事事業者 住     所                  

 

     氏名・名称                  

                       （℡          ） 

 

下記給水装置工事について給水装置主任技術者を変更したいので届け出ます。 

 

記  

 

申 請 年 月 日 年        月        日 

受 付 番 号  第                  号 

給 水 装 置 場 所 
 

給 水 装 置 所 有 者 
 

主
任
技
術
者 

旧  
免状交付番号 

氏名 

新 
免状交付番号 

氏名 

変 更 年 月 日 年        月        日 

変 更 理 由 
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様式第９号 

 

 

給 水 装 置 工 事 延 期 届(第    回) 

 

年    月    日 

 

  酒田市長  あて 

 

                                  所有者 住所                              

 

                                         氏名                              

                                             (TEL:                    ) 

 

  下記給水装置工事が延期となりますので届け出ます｡ 

 

申 請 年 月 日 年      月      日 

受 付 番 号  第              号 

給 水 装 置 場 所  

給 水 装 置 所 有 者  

工 事 竣 工 予 定 年     月     日を       年     月     日まで 

工 事 延 期 理 由  

備 考 

 

 

 

( 指定給水装置工事事業者                                               ) 
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様式第１０号 

 

 

給水装置工事取消届  

 

     年  月  日 

 

酒田市長 あて 

 

所有者 住 所                   

 

                  氏 名                   

                         ℡ 

 

 

下記給水装置工事の申請を取り消しますので届け出ます。 

 

 

申 請 年 月 日 

 

年      月      日 

 

受 付 番 号  

 

第              号 

 

給 水 装 置 場 所 

 

 

 

給 水 装 置 所 有 者 

 

 

 

 

工 事 取 消 理 由 

 

 

 

備

考 

 

 

 

 

 

 

 

（指定給水装置工事事業者                          ） 
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様式第１１号   

機能水器具設置条件承諾書 

 

酒田市長 あて 

  年  月  日 

 

申込者 住  所 

 

                 氏  名                      

（名称及び代表者名） 

                                           

                 電話番号 

 

本給水装置に機能水器具を設置するにあたり、下記の条件を承諾します。 

 

記 

 

１ 水質の管理責任について 

  酒田市上下水道部における水質責任範囲は、機能水器具の上流部までとし、同器具下流側に 

 ついては、所有者の責任において水質管理すること。 

  なお、機能水器具の異常動作、故障等により水質に支障を来した場合は、所有者の責任におい 

て対処するものとし、酒田市上下水道部には一切の異議申し立てを行わないこと。 

２ 給水装置の維持管理について 

酒田市水道事業給水条例第２４条（水道使用者等の管理上の責任）の規定に基づき、機能水器 

具を含む給水装置の適切な維持管理を行うこと。 

特に、機能水器具は、提供される水の水質を変える器具であるため、その性能（効能）、構造 

 を十分認識し、器具修繕又はろ材等の取替交換をはじめ、製造業者等で周知する使用上の注意 

事項を確認したうえで、適切な維持管理を行うこと。 

３ 機能水器具の変更について 

機能水器具を変更する場合は、酒田市水道事業給水条例第５条（給水装置の新設等の申込み）

の規定に基づき、給水装置工事申請（改造工事）を行うこと。 

４ 権利継承について 

給水装置の所有者・管理人を変更する場合は、新所有者・管理人に前記各事項を継承するこ 

と。 

 

設置場所 酒田市 

使用用途  

機能水器具 品 名             形式   

製造業者 名 称 
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様式第１２号 

私設メーター設置条件承諾書 

 

  年  月  日 

 

酒田市長 殿 

 

（申込者） 

住所 

 

氏名                  

 

給水装置場所  

建 築 物 名 称  

用 途  

メーター口径  

設 置 個 数  

 

上記の給水装置場所に私設メーターを設置するにあたり、下記の条件を承諾します。 

 

記  

 

１． 私設メーターの設置に関することは、酒田市指定給水装置工事事業者が施工すること。 

２． 私設メーターの設置及び維持管理に関する一切の費用は、申込者が負担すること。 

３． 設置する私設メーターは、給水装置に取り付けるため、水道法施行令第６条に規定する給水装

置の構造及び材質の基準に適合した製品とすること。 

４． 私設メーター及びメーターますには、酒田市長が貸与するメーターと混同しやすい表示等を行

わないこと。 

５． 私設メーターの設置に伴う諸問題は、申込者の責任において解決し、酒田市長へ異議を申し出

ないこと。 

６． 給水装置所有者を変更する場合、上記事項について次の所有者へ継承すること。 

以上  
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あて

（　 )

（ ）

　　

□ □ □

※

（宛先）

給水装置工事が竣工しましたので竣工図を添えてお届けします。

又、竣工検査時は下記の主任技術者が立ち会います。

指定給水装置工事事業者

工事竣工届・竣工検査表

工　事　竣　工　届

年 月 日

酒田市長

工 事 受 付 番 号 年度　第 号
給水装置番号
（水栓番号）

給 水 装 置 場 所

工 事 申 込 者

工 事 の 種 類
□ 新設 □ 改造 □ 修繕 □ 撤去

□ その他 分岐 仮設 その他

竣　工　検　査　表

検　査　項　目
主任技術者 検査員

備考
検査結果 検査結果

主 任 技 術 者
　交付番号 氏名

　水道法施行令第６条に定める給水装置の構造材質の基準に適合する材料を使用しました。

竣工図面の記入状況 現地整合・オフセット確認 合 ・ 否 合 ・ 否

止水栓の設置状況 位置・筺の流水方向・ｽﾋﾟﾝﾄﾞﾙが筺の中心 合 ・ 否 合 ・ 否

メーター筺の設置状況 位置・取付け・深さ・逆止弁 合 ・ 否 合 ・ 否

凍結防止装置の設置、作動状況 位置・水抜き作用・浸透枡の設置 合 ・ 否 合 ・ 否

ｃｍ 合 ・ 否 合 ・ 否

分岐・分岐止めの確認 取り出し口径・位置・チーズ取外し 合 ・ 否 合 ・ 否

管の埋設深 道路 ｃｍ 宅地

使用資材の確認 性能基準適合品の使用（メーターまでは指定材料） 合 ・ 否 合 ・ 否

給水用具の確認 性能基準適合品の使用・特殊器具に逆流防止装置 合 ・ 否 合 ・ 否

配管状況 水道管以外とのクロスコネクションの状況 合 ・ 否 合 ・ 否

管の保護状況 保温・防護 合 ・ 否 合 ・ 否

受水槽 吐水口空間の確保・非常用水栓の設置 合 ・ 否 合 ・ 否

増圧設備 減圧式逆止弁の設置・非常用水栓の設置 合 ・ 否 合 ・ 否

合 ・ 否

道路復旧状況 本復旧 仮復旧 なし 合 ・ 否 合 ・ 否

水圧試験 Ｍｐａ 分間 合 ・ 否

検査立会 主任技術者立ち会いの下、検査が行われた 合 ・ 否

残留塩素測定 遊離残留塩素 mg／Ｌ 合 ・ 否

味 臭い 現地圧力PH 色 濁り

検査の結果 □ 完成と認める。　  □ 再検査を要する。 指

示

事

項

検査年月日 年 月

月 日

日

検査員

再検査予定日 年

検査員

検査年月日　 年 月

再検査の結果完成と認める。

日

課長 補佐 主査 係長
調整
主任

主任 係

技術管理者

様式第１３号
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様式第１４号

から

課長 補佐 主査 係長
調整
主任

主任 係

土 地 家 屋 使 用

（ 年 月 日 ）

住 所

代 理 人

（ 年 月 日 ）

住 所

分 岐 引 用

（ 年 月 日 ）

住 所

氏 名

自 治 体 使 用 欄

止水栓位置図 申請場所（住宅地図）

技術
管理者

配 水 管 ｍｍ

氏 名

摘要

ｍｍ

氏 名

検 査 員

管種 口径給 水 管

管種 口径

事 由 ： 相 続 ・ 譲 渡 ・ 売 買 ・ そ の 他 （ ）

へ届け出
ＰＰ（二層管）

所 有 者 変 更 　 年 　 月

ＨＩＶＰ

日
ＸＰＥＰ

給 水 装 置所 有者

住 所 サドル分水栓

メ ー タ ー 口 径     ｍｍ

□ 排水設備申請
メーター筺

メーターユニオン
□ 自己メーター

□ 連結スプリンクラー
氏 名 逆止弁付止水栓

止水栓筺
□ 受水槽　　　　　　　㎥

□ 中高層　　　　　　　階 □ 水理計算書
ふりがな ボール式止水栓

給 水 装 置 場 所

分水栓ベンド

インサートコア

月 日
種別

認証・形式 形状・寸法 数量
名称

使 用 資 材 及 び 員 数
工 事 竣 工 年 月 日 年

工 事 検 査 年 月 日 年 月 日

日

給 水 装 置 工 事 竣 工 図 収 受 番 号 令和 年度 第

総代人

戸共有

給 水 装 置 番 号
（ 水 栓 番 号 ）

栓

□ 撤 去 （ 転 用 先 ： 有 ・ 無 ）

水 栓 数

新設

号

申 請 受 付 日

既設

□ そ の 他 （ 分 岐 ・ 仮 設 ・ そ の 他 ）

指 定 工 事 事 業 者
氏 名 ・ 名 称

主 任 技 術 者
氏 名 ・ 交 付 番 号

工 事 の 種 類

□ 新 設 □ 改 造 □ 修 繕
連 合 幹 線

月

栓

Ｈ

方位
（ ）

方位
（ ）

Ｈ= m

道路幅= m

W= m
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※工事の標準表示

青色または緑色で給水栓位
置のみ記入色 別 等 赤色実線 赤色破線 黒色実線

区 分
給水管 配水管 水道以外

新設 既設 新・既共通
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給水装置工事現場工程写真の手順    (第 26 条関連) 

 

１ 着  工  前                                                     《写真枚数》 

     （工事箇所をマーキングし､現場付近を入れて撮影）                 各 1 枚 

２ 許可書の看板のアップ                                              各 1 枚 

３ 舗装切断状況                                                      各 1 枚 

４ 道路掘削状況                                                      各 1 枚 

５ 既設給水管及び配水管布設状況（配管状況）                          各 1 枚 

    （スタッフ･ポール･黒板使用） 

６ 穿孔状況                                                          各 1 枚 

７ 密着コア装填状況 各 1 枚 

８ 給水管布設状況 各 1 枚 

    （スタッフ･ポール･黒板使用） 

９ 突き固め状況 各 1 枚 

    （管廻り･管上３０㎝（２０＋１０）まで人力） 

10 砂埋め戻し､転圧状況（一層の厚さ２０㎝以下で転圧）ランマー 各 1 枚 

11 クラッシャーラン埋め戻し転圧状況                  各 1 枚 

下層路盤（一層の厚さ２０㎝以下で転圧）        

上層路盤（一層の厚さ１５㎝以下で転圧）  

12 仮舗装転圧状況､完了状況 各 1 枚 

                                                                           

 

13 本復旧（舗装業者で工程写真撮影）  各 1 枚 

   及び道路標示（白線等）の完了状況 

   以下の施工法に合わせて各段階の写真を添付する｡ 

   ア  着工前（マーキングして撮影） 1 枚 

   イ  仮舗装剥ぎ取り状況 1 枚 

   ウ  不陸整正状況 1 枚 

エ  路盤転圧状況 1 枚 

   オ  As 乳剤散布状況(プライムコート) 1 枚 

   カ  アスファルト安定処理層工施工状況(転圧状況含む) 1 枚 

   キ  As 乳剤散布状況(タックコート) 1 枚 

   ク  基層工施工状況(転圧状況含む) 1 枚 

   ケ  As 乳剤散布状況(タックコート) 1 枚 

コ  表層工施工状況(転圧状況含む) 1 枚 

   サ  舗装厚確認 1 枚 

シ  区画線復旧及び附帯工事 1 枚 

ス  完成写真 （着工前と同じ方向で現場付近を入れて撮影）  

 2 方向から各 1 枚 

   ※ 行わない過程は省略するものとし､占用等で条件がついた件は追加する｡ 

14 縦断掘削する場合は､分岐箇所の他､１０m 間隔に写真撮影のこと｡ 
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工事現場写真の撮影要領 

 

１．給水管布設状況 

 

写真１． 掘削、埋設深さ 

 

 

 

 

 

 

写真撮影時の注意事項 

 

(1) 許可証を入れて撮影のこと。 

(2) 給水管埋設深さ、０．８ｍ以上及び工事箇

所掲示板が確実に読み取れること。 

(3) スタッフは垂直に、横の標的は水平にする

こと。 

(4) 背後をできる限り大きく必ず入れること。 

(5) 全景が入らない場合は、複数枚に分けて撮

影のこと。 

(6) さや管を入れて撮影のこと 
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２．給水管布設状況 

 

 

写真２． 掘削、埋設深さ 
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３． 埋め戻し、土砂入替及び転圧状況 

 

                       

写真３． 埋め戻し、土砂入替、転圧 

 

 

 

 

 

写真撮影時の注意事項 

 

(1) クラッシャーランの粒径が識別で

き、土砂入替の深さが確実に読み取

れること。 

(2) 締固め機械（ランマー等）を入れ、実

際転圧を行っている状況を写すこ

と。 

(3) 背景を必ず入れること。（カメラの位

置は写真１及び写真２と同じにす

る） 

(4) スタッフは垂直に、横の標的は水平

にすること。 

又は 
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４． 路面復旧（舗装道路仮復旧）状況 

 

 

 写真４． 路面復旧（仮復旧） 

 

 

 

 

写真撮影時の注意事項 

 

(1) 路面復旧の転圧、舗装道路の仮復旧

厚さがわかるようにすること。 

(2) 背景を必ず入れること。（カメラの位

置は写真１及び写真２と同じにす

る） 


